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１ 平成１８年度公共事業再評価結果（県事業） 

 
 公共事業の再評価にあたっては、客観的に評価を行う観点から三重県公共事業評価審査委

員会条例に基づく三重県公共事業評価審査委員会の調査審議を経たうえで、事業の継続又は

中止について委員会のご意見を最大限尊重しながら県の対応方針を表－１のとおり決定しま

した。 
（１）再評価事業箇所数  １５箇所 
（２）継続事業箇所数          １５箇所 
（３）中止事業箇所数           ０箇所 
（４）平成１８年度三重県公共事業再評価審査対象事業一覧表（表－１） 

   

 再評価理由： ①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業 

  ②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業 

  ③再評価実施後一定期間が経過している事業 

  ④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業 

        

番

号 
事業名 箇所名 市町名 

採択

年度 

再評価

理 由 
答申 

対応

方針 

1 森林整備事業 森林管理道波留相津線 松阪市 H10 ④ 継続※ 継続 

2 ほ場整備事業 櫛田上地区 松阪市 H8 ② 継続※ 継続 

3 広域農道整備事業 中勢３期地区 津市、松阪市 H7 ② 継続 継続 

4 

農林漁業用揮発油税

財源身替農道整備事

業 

上野依那古２期地区 伊賀市 H6 ② 継続※ 継続 

5 道路事業 
一般国道４７７号 

四日市湯の山道路 

四日市市～ 

菰野町 
H9 ② 継続 継続 

6 道路事業 主要地方道伊勢松阪線 伊勢市 H9 ② 継続 継続 

7 道路事業 
一般国道２６０号 

南島バイパス 
南伊勢市 H4 ③ 継続 継続 

8 下水道事業 
北勢沿岸流域下水道

（南部処理区） 

四日市市、 

鈴鹿市、亀山市 
S56 ④ 継続※ 継続 

9 下水道事業 
中勢沿岸流域下水道

（志登茂川処理区） 
津市 H9 ② 継続 継続 
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番

号 
事業名 箇所名 市町名 

採択

年度 

再評価

理 由 
答申 

対応

方針 

10 海岸事業 千代崎港海岸 鈴鹿市 H4 ③ 継続 継続 

11 海岸事業 長島港海岸 紀北町 S61 ③ 継続 継続 

12 海岸事業 木本港海岸 熊野市 H4 ③ 継続 継続 

13 街路事業 相川小戸木橋線 津市 H9 ② 継続※ 継続 

14 河川事業 
二級河川 笹笛川 

総合流域防災事業 
明和町 H4 ③ 継続 継続 

15 河川事業 
二級河川 赤羽川 

総合流域防災事業 
紀北町 S55 ③ 継続※ 継続 

※付帯意見あり（６箇所） 

（５）再評価結果を踏まえた今後の取り組み 
 本年度は、表－１のとおり県事業について１５事業を三重県公共事業評価審査委員会にご

審査をお願いしましたところ、１５事業について「継続」のご答申とともに、多くの貴重な

ご意見をいただきました。 
 本県は、委員会からいただいたご意見を踏まえて課題を検討し、それに対する取り組みと

して次頁以降に整理しました。 
 今後は、この取り組みを進めるとともに、更に的確な再評価に努め、更に効率的で効果的

な公共事業となるよう課題を短期的、中長期的な視点で捉えつつ、これらの課題解決に取り

組んでいきます。 
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１） 環境森林部の取り組み（再評価） 
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波留相津線における利用間伐の推進について 

［環境森林部］ 

１ 再評価審査対象事業 

森林整備事業 １番 森林管理道 波留相津線 

        

２ 委員会意見 

平成１８年９月１９日に開催されました第３回三重県公共事業評価審査委員会における審

査の結果、事業継続が認められました。 

ただし、「間伐材の積極的な搬出を含め、林業振興に有効活用されたい。」とのご意見をい

ただきました。 

 

３ 事業の背景 

この地区は、国道１６６号や松阪飯南森林組合の共販所に近く、林業経営の立地条件は良

好で、森林所有者の意識が高いので、林道開設により林業の生産性が向上し、林道周辺の森

林資源の有効活用が図れると同時に、森林施業を通じて森林の持つ公益的機能の増進が期待

できる。また相津地区住民が隣接地区へ行くための唯一の道路である県道が非常に狭く、迂

回路整備の要望が強いこともあり、県営林道事業実施要領第６の規定により松阪市（旧飯南

町）からの依頼を受け、平成１０年度から平成２２年度までの事業期間で、県営林道として

事業を実施している。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

この林道の開設が、林業経営意欲の向上につながり、適正な森林施業を通じて森林の持つ

公益的機能の増進が期待できること、また県道に依存する相津地区の迂回路として、住民の

安全安心な生活基盤の整備に役立つこと、さらに関連地区住民及び松阪市が事業継続を強く

望んでいることから、コスト縮減と環境への配慮に努めながら、早期完成を目指して事業を

継続します。 

 

５ 事業への対応方針 

５－１ 短期的な課題 

利用間伐の推進 
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５－２ 短期的な課題の解決方針 

高性能林業機械と路網を活用した利用間伐の実施体制支援 

木材の搬出，造材の生産性向上には、高性能林業機械を活用することが最も有効ですが、

前提条件として大型トラックが通行できる林道と、そこまで材を集めるための作業道、作業

スペースが必要です。この地区の林業の主要な担い手である松阪飯南森林組合に対し、平成

１７年度はスイングヤーダ１台の導入に補助を行いました。平成１８年度はプロセッサ、フ

ォワーダ各１台の導入に補助を行いました。平成１９年度はグラップルクレーンの導入に支

援を予定しています。 

 

５－３ 中長期的な課題とその対応 

林業を振興し、成熟しつつある森林資源を有効に活用するためには、主要な担い手である

森林組合が中小規模の森林所有者の施業を取りまとめ、集約化を行うことで一定の施業規模

を確保し、林道を中心に、作業道、作業路からなる路網と高性能林業機械を利用した列状間

伐など、低コスト施業で採算のとれるプランを提案し、持続的な森林施業の確立をしなけれ

ばなりません。 

そのため、松阪飯南森林組合では、平成１８年度から２０年度まで、新規に創設した原木

安定確保パイロット事業に取組み、森林コンサルティング手法の習得や集約化施業のための

森林プランの策定と、この地域にあった効率的な森林施業の実施について取り組んでいます。

平成１８年度は７団地２１０ha の集約化とそのうちの２団地で高性能林業機械による利用

間伐を実施しております。新しい施業に積極的に取り組めるように、又その手法が定着し持

続可能な森林施業が確立するよう支援いたします。 
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２） 農水商工部の取り組み（再評価） 
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ほ場整備事業について 
［農水商工部］ 

１ 再評価審査対象事業 
 ほ場整備事業 ２番 櫛田上地区 
 
２ 委員会意見 
平成１８年８月３０日に開催されました第２回三重県公共事業評価審査委員会における審

査の結果、事業継続が認められました。 
ただし、「事業費の当初計画及び変更計画の対比など増加要因に関する説明が著しく不足

していたことから、本事業を事後評価の対象とすることを希望する。」とのご意見を受けま

した。 
 
３ ほ場整備事業の背景 
ほ場整備事業は、農業の生産基盤である耕地の大区画化、用排水路と農道の整備、換地に

よる耕地の集団化を推進することにより、高生産性農業の実現、農業を担う経営体の育成、

そして、農業・農村の健全な発展に寄与することを目的に事業を実施するものです。本事業

の背景として、農地の区画が不整形で、道路が狭く、水路は用排兼用の土水路等により、不

効率な農業を行っている地域において、ほ場条件の整備を図ることで、担い手への農地の利

用集積の促進や、営農の省力化に必要な整備を行うことに、地域の要請があります。 
また、農産物の安心・安全で安定的な供給や農業の構造改革のためには、担い手への農地

の集積や農作業の効率化のための整備を行う必要があります。 
 
４ 再評価対象事業の対応方針 
上記の事業背景のもと、本事業は平成８年度に事業着手し、その後おおむね１１年を経過

して継続中の事業です。事業進捗率は９４．５％と高く、平成１９年度、２０年度に附帯工

事と換地業務を残すのみとなっており、事業効果発現のため事業を継続します。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 短期的な課題 
事業実施にあたり、生態系に配慮した調査等は行っておりませんでした。また、事業費の

当初計画及び変更計画の対比において増加要因がありました。 
 
５－２ 短期的な課題の解決方針 
平成１３年度に土地改良法が改正され、「環境との調和に配慮しつつ必要な施策を講じる

こと」となったこともあり、平成１３年に有識者による三重県農業農村整備事業環境アドバ

イザー委員会を設立し、指導・助言を受けながら、生態系の調査を実施することとしました。 
また、今後の事業におきましては、計画策定段階で行政・農家・地域が十分な話し合いを

重ねることにより、地域としての営農の方向や整備の方針、事業完了後の姿を関係者が理解

し、それに向かい事業を実施することができるよう、話し合いの場を多く提供していくこと

で、当初計画及び変更計画の対比など増加要因を少なくするように努めてまいります。 
 
５－３ 中長期的な課題とその対応 
農業用施設は、適正な維持管理を行うことで施設の長寿命化を図ることができます。しか

し、今回のアンケートの中で、「近い将来は農家だけでなく地域全体として、農地や施設の

維持管理を考えていかなければならない。」との意見を頂きました。農地やこれら施設は、

農業者の生産基盤であるとともに、食料の安定供給、国土保全や自然環境の保全など農業の

有する多面的機能の発揮に不可欠な社会共通資本であります。そのため、今後は農家だけで

なく非農家の方々も含めた活動組織により、農地やこれら施設が適正に管理できるような体

制を整備するよう推進していきます。 
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農道事業の対応方針について 
［農水商工部］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 広域農道整備事業 ３番 中勢３期地区 
農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業 ４番 上野依那古２期地区 

 
２ 委員会意見 
平成１８年１２月２２日に開催されました第６回三重県公共事業評価審査委員会における

審議の結果、３番については「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承す

る。」とのご答申をいただきました。 
平成１９年１月１８日に開催されました第７回三重県公共事業評価審査委員会における審

議の結果、４番については「自然保護への配慮がされていること、事業が相当程度進捗し事

業効果の発現を促す必要があることから事業継続を了承する。」とのご答申と併せて次の意

見を受けました。 
・類似の事業については主として農業振興の視点から、事業の推進に努め、また本委員会

への説明を期待するものである。 
 
３ 農道事業の背景 
農村地域では、農地と農業用施設、市場などを効率的に結ぶ道路が十分確保されていませ

ん。また、通勤や通学など地域住民の生活に必要な道路の整備も遅れています。 

このため、農業機械・農産物輸送車両の大型化、農産物流通圏の拡大など、農業生産の効

率化、農産物流通の合理化や、都市に比べて遅れている社会生活環境の改善のため農道の整

備を進めています。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
事業を継続し、早期供用を目指して整備を進めます。 

なお、整備にあたっては、残事業を的確に把握し、コスト縮減や、計画的で効率的な事業

執行を着実に実施してまいります。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 短期的な課題 
農道の整備にあたっては、地域に生息する希少生物への影響は避けられないことから、

自然環境に与える影響を最小限に抑える事が必要となります。 

 

５－２ 短期的な課題の解決方針 
希少な動植物の保全に必要な対策工法を着実に実施するとともに、整備後にも調査を実

施し、自然環境への影響を検証します。 

 

５－３ 中長期的な課題とその対応 
農道事業については主として農業振興の視点から、事業の推進に努めることとのご意見

を頂きました。 

農道事業は、農業機械・農産物輸送車両の大型化、農産物流通圏の拡大など、農業生産

の効率化、農産物流通の合理化や、都市に比べて遅れている社会生活環境の改善を目的と

して整備を進めています。 

したがって今後も、農業振興を中心としつつ、農村の社会生活環境の改善も考慮し、農道

の整備を進めてまいります。 
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３） 県土整備部の取り組み（再評価） 
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道路事業の対応方針について 
［県土整備部］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
道路事業 ５番 一般国道４７７号四日市湯の山道路 

６番 主要地方道伊勢松阪線 
７番 一般国道２６０号南島バイパス 

 
２ 委員会意見 
平成１８年１１月２１日に開催されました第５回三重県公共事業評価審査委員会における

再評価審査の結果、５番、６番については「事業継続の妥当性が認められたことから事業継

続を了承する。」との答申を頂きました。 
また、平成１８年１２月２２日に開催されました第６回三重県公共事業評価審査委員会に

おける再評価審査の結果、７番については、「事業継続の妥当性が認められたことから事業

継続を了承する。」との答申を頂きました。 
 
３ 道路事業の背景 
 道路は地域間交流、産業・経済の発展、良好な居住環境の形成及び防災機能の強化など、

県民生活を支える重要な社会基盤です。しかし、厳しい財政状況の中、本県の道路整備状況

はまだまだ十分ではない状況です。そこで、平成１５年１０月に「新道路整備戦略」を策定

し、道路事業の重点的・効率的かつ計画的な整備に努めています。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
「継続」 

 残事業を的確に把握しコスト縮減に努め、計画的で効率的な事業執行により、事業効果

の早期発現を目指し継続して実施していきます。 
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５ 事業への対応方針 

５－１ 短期的な課題  

７番 一般国道２６０号南島バイパスの審査にて「交通量の予測等の計算及び便益計算の

根拠について、妥当と判断できる説明が不足していた。」との意見を頂いたことから、今後

の再評価の説明を行う上での課題を、「交通量の予測等の計算及び費用便益計算の根拠に関

するわかり易い説明」であると考えました。 

 

５－２ 短期的な課題の解決方針 

今後、交通量予測や費用便益比の説明においては、「現況交通量と将来交通量」、「他路線

からの交通量の転換」、「旅行速度の変化」などにより計算の根拠を具体的に説明するととも

に、これに関連した算出過程のわかる「走行時間短縮便益」、「走行経費減少便益」、「交通事

故減少便益」の計算結果表を添付し、分かり易い説明に努めます。 
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流域下水道事業の今後の対応方針について 

［県土整備部］ 
 
１ 再評価審査対象事業 
下水道事業 ８番 北勢沿岸流域下水道（南部処理区） 

９番 中勢沿岸流域下水道（志登茂川処理区） 
 
２ 委員会意見 
８番 北勢沿岸流域下水道（南部処理区）については、平成１８年１１月２１日に開催さ

れた第５回三重県公共事業再評価審査委員会における審査の結果、「事業継続を了承する。」

と答申されました。 
９番 中勢沿岸流域下水道（志登茂川処理区）については、平成１８年８月３０日に開催

された第２回三重県公共事業再評価審査委員会における審査の結果、「事業継続を了承す

る。」と答申されました。 
ただし、８番については、「全体事業費については、県民の理解が得られるような事業費

で取り扱うこととされたい。」とご意見をいただきました。 
 
３ 下水道事業の背景 
下水道は、豊かな自然と快適な環境を守るために欠かすことのできない社会資本であり、

伊勢湾など公共用水域の水質保全や生活環境の改善などの役割を担っています。 
下水道には、市町が単独で処理する単独公共下水道と２以上の市町の区域にわたり県が一

体的に整備する流域下水道があります。 
北勢沿岸流域下水道（南部処理区）は、対象区域である四日市市、鈴鹿市、亀山市につい

て、中勢沿岸流域下水道（志登茂川処理区）は、対象区域である津市（旧津市、旧河芸町、

旧安濃町）についての汚水を、県が幹線管渠と処理場を整備して処理する流域下水道事業で

整備を進めています。 
下水道事業は、下水道法第２条の２の規定により、水質環境基準を達成するよう県が策定

した流域別下水道整備総合計画に基づき、個別の下水道計画を策定しており、５～７年の具

体的な事業計画について下水道法の事業計画認可を受けて事業を進めています。 
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４ 再評価対象事業の対応方針 
「継続」 
公共用水域の水質保全や生活環境の改善を図るため、関連市町と密接に連携を図り、当該

流域下水道事業を継続します。 
 
５ 事業への対応方針 
５－１ 短期的な課題 
「全体事業費については、県民の理解が得られるような事業費で取り扱うこととされた

い。」とご意見をいただきました。このため、近年の生活様式の多様化や環境意識の高揚、

今後の人口減少時代を踏まえ、「社会経済情勢等の変化に適切に対応した下水道整備」を課

題として整理しました。 
 
５－２ 短期的な課題の解決方針 
８番 北勢沿岸流域下水道（南部処理区）については、伊勢湾の水質保全のために高度処

理方式を採用する等環境対策に費用を要するため増額となりました。 
今後は、人口減少や生活様式の変化等の社会経済情勢の変化に適切に対応するため、全体

計画や投資計画の見直しを定期的に行い、計画的、効率的な事業の推進を図ります。また、

事業費についても、コスト縮減を図り、実績に基づく精度の高い事業費の把握を行います。 
 
５－３ 中長期的な課題とその対応 
三重県の平成１７年度末の生活排水処理率は６７．９％（全国平均８０．９％）と整備が

遅れており、伊勢湾等公共用水域の水質保全のためには、生活排水処理施設を早急に整備す

ることが急務の課題となっています。 
このため、三重県では、市町と県で策定した「三重県生活排水処理施設整備計画（生活排

水処理アクションプログラム）」に基づき、下水道、合併浄化槽等それぞれが整備区域等役

割を分担して事業を推進しています。 
 今後は、市町の財政状況や社会経済情勢の変化、地域特性等を勘案し、アクションプログ

ラムの柔軟な見直しを行い、下水道・農業集落排水・漁業集落排水・合併処理浄化槽等の各

事業が一層の連携を図るとともに、コスト縮減に努め、生活排水処理施設の整備を推進して

いきます。 
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海岸事業の対応方針について 

［県土整備部］ 
 
１ 再評価審査対象事業 
海岸事業 １０番 千代崎港海岸 

１１番 長島港海岸 
１２番 木本港海岸 

 
２ 委員会意見 
平成１８年９月１９日に開催されました第３回三重県公共事業評価審査委員会における再

評価審査の結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。」とのご答

申をいただきました。 
 
３ 海岸事業の背景 
三重県の海岸は二見町の神前崎を境に伊勢湾沿岸と熊野灘沿岸に大別されます。伊勢湾沿

岸は昭和２８年の１３号台風及び昭和３４年の１５号台風（伊勢湾台風）により甚大な被害

を受けたため、昭和２８年から３８年にかけて伊勢湾等高潮対策事業等により築造された海

岸保全施設が大部分で、老朽化等による防護機能の低下が見られます。熊野灘沿岸は伊勢志

摩地域から尾鷲市にかけては複雑なリアス式海岸であり、熊野市以南は直線的で急な海底勾

配の海岸となっており、太平洋からの荒波が直接来襲することなどから、海岸線の侵食が生

じています。 

このように三重県の海岸線は長く複雑な地形を有していることから、海岸整備アクション

プログラムを平成１４年度に策定し、効率的・効果的な海岸整備に努めており、老朽化した

護岸の補強、高潮や侵食に伴い発生する恐れがある越波被害を未然に防止するための離岸堤

の設置などの事業を実施しています。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
事業効果の早期発揮が求められているため、今後も効率的・効果的な投資に努めるととも

にコスト縮減を図りながら、事業を継続して実施していきます。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 短期的な課題 
近い将来発生が危惧されている東海地震、東南海、南海地震に対して、海岸保全施設の耐

震性を確保することが求められています。平成１５年度に海岸保全施設の簡易耐震点検を行

った結果、耐震性が不足している海岸保全施設が存在し、耐震対策を実施していく必要があ

ることが判明しました。 
 
５－２ 短期的な課題の解決方針 
効率的・効果的に耐震対策を実施するため、耐震対策の優先度を反映させた海岸整備アク

ションプログラムの改定を行う予定であり、改定した海岸整備アクションプログラムに基づ

き、耐震対策を実施していく予定です。 
 
５－３ 中長期的な課題とその対応 
海岸事業は事業規模が大きく、事業期間が長期になります。そのため、当初計画をそのま

ま継続していく場合、事業効果が適切に反映されない可能性があります。そこで、定期的に

事業の効果を検証し、今後の計画にその効果を適切に反映させることで、コスト縮減を図り

つつ、早期に事業効果が発揮できるよう事業を推進していくこととします。 
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相川小戸木橋線街路事業について 

［県土整備部］ 

 

１ 再評価審査対象事業 

街路事業 １３番 都市計画道路相川小戸木橋線 

 

２ 委員会意見 

平成１８年９月１９日に開催された第３回三重県公共事業評価審査委員会において審査を

受けた結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。」との答申とあ

わせて、「ただし、歩道の安全・適正な利用に関する調査を行い、本事業に反映することを

希望するものである。」とのご意見をいただきました。 

 

３ 街路事業 相川小戸木橋線の背景 

都市計画道路相川小戸木橋線は、旧久居市を南北に縦断する幹線道路であり、近鉄久居駅

から国道１６５号のアクセス路線である県道久居停車場津線において歩行者、自転車、自動

車の輻輳がみられ、安全な交通環境が確保できていない状況の緩和等を目的として実施して

いる街路事業です。相川小戸木橋線の整備により県道久居停車場津線のバイパスとして安

全・安心な道路交通環境の形成、都市内交通の円滑化が図られ、また、電線類の地中化を行

うことで、美しい都市景観の創出、安定したライフラインの実現が図られます。さらに、久

居駅から国道１６５号へのアクセス性が向上することにより、久居駅周辺市街地の活性化が

期待されます。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

用地・補償契約が１００％完了しており、早期の完成・供用に向けて、引き続き事業を継

続して実施する方針です。 
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５ 事業への対応方針 

５－１ 短期的な課題 

再評価審査の結果、事業継続は了承されましたが、歩道の整備について「歩道の安全・適

正な利用に関する調査を行い、本事業に反映することを希望する」との意見をいただきまし

た。 

 

５－２ 短期的な課題の解決方針 

歩道の構造については、三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例(200７年度改

正予定)の整備基準を遵守しております。なお、ご意見をいただいた件につきましては、関

係者の方々と安全・適正な利用に関する調査及び意見交換を行い、本事業に反映させていき

ます。 
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河川事業の対応方針について 

［県土整備部］ 

 

１ 再評価審査対象事業    

河川事業 １４番 二級河川 笹笛川 総合流域防災事業 

１５番 二級河川 赤羽川 総合流域防災事業 

 

２ 委員会意見 

平成１８年１０月２３日に開催されました第４回三重県公共事業評価審査委員会における

再評価審査の結果、１４番については「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を

了承する。」とのご答申をいただきました。 

また、平成１８年１１月２１日に開催されました第５回三重県公共事業評価審査委員会に

おける再評価審査の結果、１５番については「事業継続の妥当性が認められたことから事業

継続を了承する。」とのご答申をいただきました。 

さらに、総括意見として次のご意見をいただきました。 

「河川事業について、想定氾濫区域等シミュレーションを行う場合は、マニュアルを踏ま

えつつ、地域の特性ならびに実情にあわせたものとされたい。」 

 

３ 河川事業の背景 

三重県が管理する河川の内、整備必要区間に対する河川整備率は平成１７年度末で３７．

１％と全国平均から見ても低く、県民の安全安心を守る観点からも早期の河川整備が望まれ

ております。 

そのため、三重県の河川事業では、浸水被害軽減のため、おおむね５年～１０年に１度起

こる降雨により発生する洪水を安全に流下させるよう、河川堤防や護岸の整備、河床の掘下

げ、河川横断構造物の改築、排水機場の設置などの河川整備を実施しています。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

浸水被害が多く早期改修の必要な河川を中心に事業を進めており、今回、再評価の対象と

なった笹笛川、赤羽川の河川事業についても浸水被害解消のため早期完成を目指して事業を

継続していきます。 
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５ 事業への対応方針 

５－１ 短期的な課題 

三重県公共事業評価審査委員会の質問や意見を踏まえ、費用対効果分析におけるシミュレ

ーションの方法について課題を整理しました。 

 

５－２ 短期的な課題の解決方針 

現在、河川事業の費用対効果分析は、客観的に各河川を評価するため平成１７年４月１日

国土交通省河川局より通知された「治水経済調査マニュアル」に基づき行っております。 

しかしながら、今年度の再評価審査対象事業において、浸水実績とマニュアルに基づいた

シミュレーション結果では一部条件設定の関係から相違がありました。 

このため、今後、河川事業の費用対効果分析にあたって想定氾濫区域等シミュレーション

を行う場合は、マニュアルを踏まえつつ各河川の地域特性及び実情を十分考慮して行ってい

きます。 
 
５－３ 中長期的な課題とその対応 

 三重県の河川整備率は低く、依然として災害発生の危険がある中で、限りある予算を有効

かつ、効率的に執行するためには、全体の中で優先度を決めながら整備を行っていく必要が

あります。 

このことから、今年度、策定しました中長期計画「三重県河川整備戦略」に基づき効率的、

効果的に河川整備を進めていきます。 
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公共事業再評価（市町等事業） 
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２ 平成１８年度公共事業再評価結果（市町等事業） 

 

（１）再評価事業箇所数  １２箇所      
（２）継続事業箇所数          １２箇所 
（３）中止事業箇所数           ０箇所 
（４）平成１８年度三重県公共事業再評価審査対象事業一覧表（表－２） 

  

再評価理由： ①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業 

  ②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業 

  ③再評価実施後一定期間が経過している事業 

  ④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業 

   

番

号 
事業名 箇所名 市町名 

採択

年度 

再評価

理 由 
答申 

対応

方針 

101 下水道事業 
津市関連公共下水道 

（志登茂川処理区）汚水 
津市 H9 ② 継続 継続 

102 下水道事業 
四日市市関連公共下水道 

（南部処理区）汚水 
四日市市 H1 ③ 継続 継続 

103 下水道事業 
鈴鹿市関連公共下水道 

（南部処理区）汚水 
鈴鹿市 S63 ③ 継続 継続 

104 下水道事業 
亀山市関連公共下水道 

（南部処理区）汚水 
亀山市 H6 ② 継続 継続 

105 下水道事業 
津市都市計画下水道 

（栗真町屋） 
津市 H9 ② 継続 継続 

106 河川事業 
準用河川 北長太川 

総合流域防災事業 
鈴鹿市 H4 ③ 継続※ 継続 

107 河川事業 
準用河川 稲生新川 

総合流域防災事業 
鈴鹿市 H1 ③ 継続※ 継続 

108 都市公園事業 岩田池公園 津市 H4 ③ 継続※ 継続 

109 都市公園事業 中勢グリーンパーク 津市 H9 ② 継続 継続 

110 都市公園事業 桑名市総合運動公園 桑名市 H4 ③ 継続 継続 

111 下水道事業 
津市関連公共下水道 

（志登茂川処理区）雨水 
津市 H10 ② 継続※ 継続 

112 下水道事業 
四日市市関連公共下水道 

（南部処理区）雨水 
四日市市 H1 ② 継続※ 継続 

※付帯意見あり（５箇所） 
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１） 津市の取り組み（再評価） 
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下水道事業（志登茂川処理区 汚水）の対応方針について 
［津市］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
下水道事業 １０１番 中勢沿岸流域下水道（志登茂川処理区）流域関連公共下水道 

津市（汚水） 
 
２ 委員会意見 
平成１８年８月３０日に開催されました第２回三重県公共事業再評価審査委員会における

再評価審査の結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。」とのご

意見をいただきました。 
 
３ 下水道事業（志登茂川処理区 汚水）の背景 
下水道は、豊かな自然と快適な環境を守るために欠かすことのできない社会資本で、公共

用水域の水質保全や生活環境の改善を担う事業です。 
今回の審査対象である志登茂川処理区は、平成９年度に事業認可を受け、現在８３５．７

ｈａの区域を事業化しております。 
 
４ 再評価対象事業の対応方針 
 「継続」 
 社会経済情勢等の変化に適切な対応をしつつ、公共用水域の水質保全や生活環境の改善等

を目的に事業継続していく所存であります。 

 
５ 事業への対応方針 
５－１ 短期的な課題 
 再評価審査の結果、事業継続は了承されましたが、施設の整備にあたり市財政状況及び

自然環境に充分配慮し、下水道事業の目的である公共用水域の水質保全や生活環境の改善を、

早期に達成する必要があります。 
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５－２ 短期的な課題の解決方針 
 施設の整備にあたり、コスト縮減を目的とした工法を積極的に取り入れると共に、リサイ

クル材等の有効活用を行っていきます。 
 また、整備地区につきましても、整備効果をふまえつつ、段階的な整備を行っていきます。 
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栗真町屋都市下水路事業について 
［津市］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 下水道事業 １０５番 津都市計画事業 栗真町屋都市下水路 
        
２ 委員会意見 
 平成１８年８月３０日に開催されました第２回三重県公共事業評価審査委員会における再

評価審査の結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する」とのご意

見をいただきました。 
 
３ 栗真町屋都市下水路事業の背景 
 当事業については、津市栗真町屋地区内の国道２３号沿いの商業化や田畑が宅地化され

てきたことにより雨水流出量が増加し、既設水路が流下能力不足に陥り浸水被害が生じてい

ました。とくに幹線道路である国道２３号の交通が途絶されたり、救急病院である三重大学

医学部付属病院への進入が出来なかったりと、深刻な状況が生じてきました。このため、当

事業を立ち上げ、雨水管及びポンプ場を整備し、浸水被害の解消を図ることを目的としてい

ます。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
 当事業は、平成９年度に事業認可を取得し、平成１１年度にポンプ場用地を買収、平成１

３年度から平成１５年度にかけて新規ポンプ場の躯体を建設し、平成１６年度より管路の建

設に着手しており、平成１７年度より新規ポンプ場の一部供用を開始しています。また、浸

水防除を目的とした当事業は、重要かつ緊急性を帯びた事業であり、問題なく事業も進んで

おり、地元の意向にも即していることから、事業の継続を行い、平成２２年度には事業を完

了したいと考えています。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 短期的な課題 
 再評価審査の結果、事業継続は了承されましたが、事業実施にあたり当事業の役割及び

効果、また、市財政状況を充分勘案し、浸水区域の早期解消を図れるよう事業を進める必要

があります。 

 

５－２ 短期的な課題の解決方針 
 当事業は、津市都市マスタープランにも揚げられておりますことから、事業の推進に向

けて取り組みます。また、今後とも、コスト縮減を目的とした工法等を取り入れると共に、

リサイクル材等の有効活用を行い、事業費の削減を図り、事業の早期完了に向けて努めてい

きます。 
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岩田池公園の継続について 
［津市］ 

１ 再評価審査対象事業 
 都市公園事業 １０８番 岩田池公園 
        
２ 委員会意見 
平成１８年１２月２２日に開催された第６回三重県公共事業評価審査委員会における再評

価審査の結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。ただし、整

備計画内容及び整備後の維持管理については、周辺住民と十分協議し、その運用にあたるこ

とを期待する。」とのご意見を頂きました。 
 
３ 岩田池公園整備事業の背景 
当公園区域には、市街地に残された数少ない自然林があり、市内有数の渡り鳥の飛来地で

あります。 

当公園の周辺で宅地開発が進む中、この岩田池周辺の自然環境を保全・保護するとともに、

地区住民の健康の増進を図り、より多くの人々が豊かな自然に親しむことができる環境を創

り出すことを目的に、野鳥の生態を考慮した自然観察のできる公園として、平成４年度に事

業着手いたしました。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 
当公園は現況の自然環境の保全を目的として事業を実施してまいりましたが、当公園の周

辺には宅地開発された住宅地が隣接しており、今後の公園整備にあたっては、自然環境を保

全・保護すると共に、十分に活かすことで自然と人との共生を図ることが必要となります。 

健全な自然林の保全や緩衝帯の設置を行うと共に、防犯面、安全面について配慮した、あ

らゆる人が利用できる公園としての整備を行っていくため、本事業を「継続」として実施し

たいと考えています。 

また、整備計画や維持管理につきましては、周辺住民と十分協議し、住民参加の公園づく

りを図っていきたいと考えています。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 短期的な課題 
再評価審査委員会の答申を踏まえ、今後の整備内容及び維持管理につきましては、自然環

境の保全・保護を図ると共に、周辺住民と十分協議し、その運用にあたります。 

 

５－２ 短期的な課題の解決方針 
現在供用している区域につきましては地域住民などへの説明を行っており、一部整備後の

維持管理につきましても花壇の花植えなどご協力をいただいておりますが、今後の事業推進

につきましても、地域住民への整備内容の説明や協議を行うことにより、地域住民に密着し

た公園の整備を行い、整備後の維持管理においても住民参画や住民との協働による公園づく

りに努めていきます。 
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中勢グリーンパーク都市公園事業の継続について 
［津市］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 都市公園事業 １０９番 中勢グリーンパーク 

        
２ 委員会意見 
 平成１８年７月１３日に開催されました第１回三重県公共事業評価審査委員会における再

評価の結果｢事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する｣とのご意見を頂き

ました。 

 
３ 中勢グリーパーク事業の背景 
 当公園は津・松阪地域が地方拠点都市に指定され、その業務拠点地区に位置づけられた

オフィスアルカディアを核とする中勢北部サイエンスシティ構想のもと、サイエンスシティ

内の住民や、広域的な方々のスポーツレクリエーションの拠点として、人々が集い、運動や

イベント等が行える広い芝生広場を確保し、周辺の自然環境を生かし、来園者が自然と触れ

合うことにより、自然の大切さを学ぶことの出来る公園として事業が計画されました。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
 平成９年度より事業着手し、平成１３年４月に一部供用開始を行いまして、現在の供用

面積は６．３ha となっております。平成１５年度以降用地買収を先行してまいりまして、

本年度に用地買収が完了いたしますことから、引き続き事業を｢継続｣してまいりたいと思い

ます。また本年度に行いました、利用者のアンケート調査におきましても一定の評価も頂い

ておりますことから、厳しい財政状況ではございますが事業の早期完成に向け、施設整備を

行いたいと考えております。 

 
５ 事業への対応方針 
５－１ 短期的な課題 
公園内に日陰が少ない。 
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５－２ 短期的な課題の解決方針 
１期の整備範囲を遊具ゾーンまでと設定しており、当該ゾーンには全体的に植栽をおこな

う計画をしておりましたが、出来る限り有効面積の確保と、開放的な空間を創出するように、

１期事業では園路沿いに限り植樹を行いましたので、結果として日陰の少ない現状となって

おります。アンケートの結果からもこの部分への指摘が最も多く、休憩施設や木陰の増設要

望も沢山頂いておりますことから、２期工事の芝生広場の整備に伴い現在の供用区域内の広

場へ、木陰等を増やしていきたいと考えております。 
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下水道事業（志登茂川処理区 雨水）の対応方針について 
［津市］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 下水道事業 １１１番 中勢沿岸流域下水道（志登茂川処理区）流域関連公共下水道 

 津市（雨水） 
 
２ 委員会意見 
  平成１８年１１月２１日に開催されました第５回三重県公共事業再評価審査委員会にお

ける再評価審査の結果、「事業継続を了承する。ただし、開発地区内での雨水対策は不可

欠なものである。今後、開発事業については、適切に計上されたい。」とのご意見をいた

だきました。 
 
３ 下水道事業（志登茂川処理区 雨水）の背景 
 この処理区は、干潮河川を含む志登茂川、安濃川、田中川の下流部に既成市街地が広が

る地勢となっており、降雨時に満潮が重なると度々、浸水被害を受けてきた市街地を、公共

下水道事業と都市下水路事業にて浸水防除に努めてまいりました。 

 サイエンス排水区と致しましては、地方拠点法に基づき、開発中の新市街地、中勢北部サ

イエンスシティの造成工事と一体化を図り、新市街地開発事業関連公共下水道事業の位置付

けを受けて整備を進めています。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
 「継続」 
 社会経済情勢等の変化に適切な対応をしつつ、浸水被害から市民の生命、財産を守るため

に事業を継続していく所存であります。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 短期的な課題 
三重県公共事業評価審査委員会のご意見を踏まえ下水道事業（志登茂川 雨水）におけ

る課題を整理したところ、既成市街地における浸水被害解消を目的とする下水道事業と新た

な開発事業における浸水被害防除を目的とする下水道事業のすみ分けを明確にして整備効果

が出るようにメリハリをつけた整備が求められています。 

 

５－２ 短期的な課題の解決方針 
 下水道事業の中では、土地区画整理事業、新住宅市街地開発事業、工業団地造成事業や一

般の宅地造成事業等により新たに開発される市街地、かつ、開発面積が概ね１６ｈａ以上で、

下水道が概ね未整備である地区を新市街地として取扱い、これにあてはまらないものは、既

成市街地として取扱いをしています。 
 既成市街地における下水道事業（雨水）につきましては、市民の生命、財産を守り、安心

ある街づくりのために、浸水被害解消を目的として、財政的にも有利な方法を検討しながら

引き続き事業に取り組んで参りたいと考えています。 
 新市街地等の開発事業による下水道事業につきましては、開発事業者が官民問わず、基本

的には事業者において整備を進めて参りますが、本市主体の開発事業で、下水道事業国庫補

助金の採択用件に該当する事業につきましては、市財政軽減を図るために、補助金の採択を

受け、開発地区内の浸水防除はもとより下流地区の既成市街地を守るため、引き続き事業に

取り組んで参りたいと考えています。 
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２） 四日市市の取り組み（再評価） 
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流域関連公共下水道 四日市市（汚水）の継続について 
［四日市市］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
下水道事業 １０２番 北勢沿岸流域下水道（南部処理区）流域関連公共下水道 

四日市市（汚水） 
 
２ 委員会意見 
平成１８年８月３０日に開催された平成１８年度第２回三重県公共事業評価審査委員会に

おける再評価の結果、事業継続を了承されました。 

 
３ 北勢沿岸流域下水道（南部処理区）流域関連公共下水道事業（汚水）の背景 
本事業は、三重県が実施する北勢沿岸流域下水道（南部処理区）の関連公共下水道（汚水

事業）として、四日市市の南部地域における生活環境の改善や公共用水域の水質保全など、

生活に密着した公共事業として整備促進を図り、普及拡大が着実に進んでいます。 

  
４ 再評価対象事業の対応方針 
本事業は、上位計画である「四日市・鈴鹿水域流域別下水道整備総合計画」と整合を図り、

平成元年度に事業着手し、全体計画面積７２５．３ha に対し平成１７年度末の整備面積は

２６３．６ha、整備率は３６．３４％となっています。 

事業進捗の支障となるような変化は無く、事業は順調に進行しており、また、事業に対す

る住民の理解や協力も得られているとともにニーズも高まっていることから、本事業を継続

して実施していく所存です。 

 

５ 事業への対応方針 

５－１ 短期的な課題 

本事業は、三重県公共事業評価審査委員会で事業継続の了承を得ましたが、下水道事業は

期間が長期に渡ること、事業費の縮減を図ることが課題となっています。 
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５－２ 短期的な課題の解決方針 

アクションプログラムの活用により事業効率に配慮し、コスト縮減を積極的に実施するこ

とにより、本事業を効率的・効果的に推進してまいります。
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流域関連公共下水道 四日市市（雨水）の継続について 
［四日市市］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
下水道事業 １１２番 北勢沿岸流域下水道（南部処理区）流域関連公共下水道 

四日市市（雨水） 
 
２ 委員会意見 
平成１８年８月３０日に開催された平成１８年度第２回三重県公共事業評価審査委員会に

おける審査の結果、事業継続を了承されました。なお、「本事業は長期にわたるため、定期

的に事業効果の検証を行い、必要ならば今後の事業に反映するよう希望するものである。」

との意見を受けました。 
 
３ 北勢沿岸流域下水道（南部処理区）流域関連公共下水道事業（雨水）の背景 
本事業は、三重県が実施する北勢沿岸流域下水道（南部処理区）の関連公共下水道（雨水

事業）として、四日市市の南部地域における市街地を対象として浸水の防除を図り、市民の

生命・財産、安全・安心な暮らしを守るため、その基盤となるポンプ場整備及び水路整備を

着実に行っているものです。 

  

４ 再評価対象事業の対応方針 
本事業は、平成元年度に事業着手し、全体計画ポンプ場５場・全体計画ポンプ能力４，１

２５㎥/分・全体計画排水区域面積４６２．３ha に対し平成１７年度末までにポンプ場３

場・ポンプ能力８４０㎥/分・排水区域整備面積１４．６haとなっています。 

事業進捗の支障となるような変化は無く、事業は順調に進行しており、事業に対する住民

の理解や協力も得られています。特に、平成１７年２月に編入合併した楠地区では、地元の

浸水対策要望が非常に高く、合併による事業の促進効果が期待されています。 

以上のようなことから、本事業を継続して実施していく所存です。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 短期的な課題 
本事業は長期に渡るため、定期的に事業効果の検証を行うこと、また、その結果を今後の

事業に反映していくことが課題となっています。 

 

５－２ 短期的な課題の解決方針 
概ね５～７年ごとに行う事業計画変更認可取得に際しては、事業計画について吟味すると

ともに、財政計画についても検討しています。その際に事業効果の検証を行い、事業に反映

していきたいと考えています。 
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３） 鈴鹿市の取り組み（再評価） 
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鈴鹿市の公共下水道事業の継続について 

［鈴鹿市］ 

 

１ 再評価審査対象事業 

 下水道事業 １０３番 北勢沿岸流域下水道（南部処理区）流域関連公共下水道 

鈴鹿市（汚水） 

 

２ 委員会意見 

 平成１８年８月３０日に開催されました第２回三重県公共事業評価委員会における再評価

審査の結果、「事業継続を了承する」との答申を受けました。 

 

３ 下水道事業の背景 

 鈴鹿市の下水道事業は、公共用水域の水質保全と生活環境の改善を目的に上位計画であり

ます北勢沿岸流域下水道（南部処理区）に属し、流域関連公共下水道として市街化区域及び

将来市街化が予想される区域の整備を行うものです。 

 また、下水道法第２条の２の規定により、伊勢湾等公共用水域の水質環境基準を達成する

よう県が策定した流域別下水道総合計画にもとづき、下水道法の事業認可を受けて事業を進

めています。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

 本市は、公共用水域の水質保全改善と生活環境の改善のため、昭和６３年度より工事を実

施しており、現在早期完成に向け、コスト縮減に努めつつ鋭意努力をしているところです。 

 当下水道は、事業着手以来１，３８３ha を整備し、事業進捗率は２９.４％となっていま

す。 

 また、住民のニ－ズも高いことから流域下水道の進捗に合わせ、早期完成に向け、費用対

効果の高い区域を中心に事業を継続して実施していく所存です。 
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５ 事業への対応方針 

５－１ 短期的な課題 

本事業は、三重県公共事業評価審査委員会の意見として、特に問題点として付すること

はなく、事業継続の了承を得ました。しかしながら、事業が長期にわたること、多大な費用

がかかることが課題となっています。 

 

５－２ 短期的な課題の解決方針 

 下水道事業は、長期的な事業になることより、常に全体計画及び全体事業費を的確に把握

するとともに、コスト縮減や代替案の可能性に配慮し、最新技術の動向の把握や知見の収集

に努め、事業の早期完成を目指すこととします。 
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河川改修事業について 
［鈴鹿市］ 

１ 再評価審査対象事業 
 河川事業 １０６番 準用河川 北長太川 総合流域防災事業 

 １０７番 準用河川 稲生新川 総合流域防災事業 
 
２ 委員会意見 
【委員会名】 平成１8年度 第６回 三重県公共事業評価審査委員会 
【開催年月日】平成１8年１２月２２日 
【意見内容】  
事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。とのご答申とあわせて１０

６番については,「防潮樋門については、適切な運用に努められたい。」また、１０７番「下
流堀切川において近鉄橋梁への影響が懸念されることから、適切な措置を講じたい。」との

ご意見をいただきました。 
 
３ 河川事業の背景 
① 北長太川流域は鈴鹿市東部穀倉地帯で農業基盤整備が進み、その結果、下流部の沿川

住居及び農地で度々浸水の被害が発生しています。そのため、鈴鹿市では概ね５年に 1 度
の降雨により発生する洪水を安全に流下させるように、河道拡幅、河床掘削、河川横断構造

物の整備を実施しております。 
② 稲生新川は、鈴鹿市の南部に位置する河川であり、上流部には、鈴鹿サーキットがあ

り、将来住居地域,工業地域として計画されている地域であって、現在、河積不足のため、
住居及び農地で度々浸水の被害を受けております。このような状況に鑑み、下流から流下能

力の向上を図るため、平成元年から河川改修事業が施工されています。 
 

４ 再評価対象事業の対応方針 
「継続」 
浸水被害が多く早期改修の必要な河川を中心に事業を進めており、今回,再評価の対象
となった北長太川、稲生新川の河川事業についても、治水安全度の向上を図る為、早期

完成を目指して事業を継続していく方針です。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 短期的な課題 
三重県公共事業評価審査委員会のご意見を踏まえ、次のとおり課題を整理しました。 

① 北長太川河川改修事業の防潮樋門の運用について 

② 稲生新川河川改修事業の下流掘切川において近鉄橋梁への影響が懸念されることから、

適切な措置について 

 

５－２ 短期的な課題の解決方針 

① 防潮樋門の運用について 

北長太川防潮樋門の運用につきましては、施設（マイターゲート）が、正常に機能すれば、

特に人為的な操作は不要ですが、マイターゲートが故障したり、異物がはさまったりした時

には、ローラゲートを閉めるなどの操作が必要となります。 

現在、地元より選任していただいた管理人及び市の担当職員を配置することで、不足の事

態に対する体制を整えております。 

しかしながら、今回の委員会でのご指摘を受けまして、管理人および市担当職員が不在の

場合など、あらゆる事態を今一度洗い出し、地元自治会や管理人とも協議して、これらの事

態に対応できるよう早急に検討してまいります。 

② 稲生新川河川改修事業の下流掘切川において近鉄橋梁への影響が懸念されることから、

適切な措置について 
下流堀切川における近鉄橋梁への影響がないように、今後におきましても、関係部局と調

整を図り、出来る限り流域内における流出抑制に努めてまいります。 

 

５－３ 中長期的な課題とその対応 
鈴鹿市の河川改修事業は、その事業目的を達成する観点から緊急な箇所を優先に計画して

ますが、事業を計画する場合、当該事業を必要とする箇所を把握する中から全体構想を構築

することが重要と考えております。このため、今後、公共事業間の連携に努め可能な限り全

体構想を図って、治水対策を努めていく所存です。 
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４） 亀山市の取り組み（再評価） 
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亀山市の公共下水道事業の継続について 

［亀山市］ 

 

１ 再評価審査対象事業 

 下水道事業 １０４番 北勢沿岸流域下水道（南部処理区）流域関連公共下水道 

亀山市（汚水） 

２ 委員会意見 

 平成１８年８月３０日に開催されました第２回三重県公共事業評価審査委員会における再

評価審査の結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。」との答申

を受けました。 

 

３ 下水道事業の背景 

 亀山市下水道事業は、公共用水域の水質保全と生活環境の改善のために、北勢沿岸流域下

水道（南部処理区）に属し、流域関連公共下水道として市街化区域及び将来市街化が予想さ

れる区域の整備を行うものであります。 

 現行の下水道法が昭和３４年に施行されて以来、下水道の果たすべき役割は公衆衛生の向

上・生活環境の改善のみならず河川、湖沼、海域等の公共用水域の水質保全にまで拡大する

とともに、大都市のみならず中小の市町村においても下水道整備を行うところが急増してい

ます。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

本市では、公共用水域の水質保全と生活環境の改善のため下水道事業を平成６年度から実

施してきており、現在、整備目標である１，８８５ｈａの早期完成に向け、コスト縮減に努

めつつ鋭意整備中でございます。 

当下水道は、事業着手以来おおむね１３年を経過して、４１８．０ｈａを整備し、事業進

捗率は２２．２％でございます。公共用水域の水質保全と生活環境の改善のため早急な整備

が求められています。 

今後も完成に向け、当事業を継続して実施していく所存でございます。 
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５ 事業への対応方針 

５－１ 短期的な課題 

 下水道事業は、多額の費用と整備が長期にわたり大きな財政負担を必要とする事業でござ

います。 

 

５－２ 短期的な課題の解決方針 

 さらなるコスト縮減に努め、上位事業である北勢沿岸流域下水道と事業調整を図りながら

計画的に整備を推進し、普及率の向上によりまして公共用水域の水質保全と生活環境の改善

の向上につとめていく方針でございます。 
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５） 桑名市の取り組み（再評価） 
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桑名市総合運動公園の継続について 
［桑名市］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 都市公園事業 １１０番 桑名市総合運動公園事業 
  
２ 委員会意見 
 平成１８年７月１３日に開催された第１回三重県公共事業評価審査委員会で再評価の結果

「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する」とのご意見を受けた。 

 
３ 桑名市総合運動公園事業の背景 
 市民の運動・レクリエーションに対する要望や、隣接する大規模ニュータウンの住民の日

常的な利用に対応しつつ、子供から高齢者まで幅広い方々が利用できる生涯スポーツの場と

して緑豊かな自然環境を活かした公園の整備を行うものである。 
 当総合運動公園は平成４年度に事業認可を受け、２８ｈａの区域を事業化しており、テニ

スコート・デイキャンプ場・多目的運動広場・グラウンドゴルフ場など現在１２．４ｈａを

供用開始している。 
  
４ 再評価対象事業の対応方針 
桑名市は、平成１６年１２月に桑名市・多度町・長島町の１市２町の合併に伴い、新市

全域として運動施設の整備状況を整理したところ、当総合運動公園で整備計画のあった野球

場は、近接する多度地区のアイリスパークに整備されていた。このため、施設整備計画を見

直し、市民のニーズや地域のスポーツの動向などを勘案し野球場から専用サッカー場へ計画

を変更した。今後は、専用サッカー場に引き続き、体育館・プールも整備する予定であり、

「緑の中のスポーツレクリエーション」をコンセプトとして、緑豊かな自然環境を活かし、

子供から高齢者まで、またアスリートから一般の方まで幅広い方々のライフスタイルに応じ

た生涯スポーツ実践の場として多様な利用ができる公園づくりを目指し、本事業を実施しで

きる限り早い時期に公園全部を供用開始したいと考えている。 
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５ 事業への対応方針 
再評価の結果、事業継続は了承されましたが、委員会からいただいたご意見を踏まえ改め

て整理した桑名市総合運動公園事業への対応方針については、以下に記述しました。 
 
５－１ 短期的な課題 
事業実施にあたっては、「防犯面・安全面の配慮」「すべての人の利用への対応」「緩衝緑

地帯の設置」「住民参画・協働」「自然環境の保全」の５点を配慮し整備を行っていく。 
 
５－２ 短期的な課題の解決方針 
 「防犯面・安全面の配慮」については、樹木の本数を減らした疎林広場を整備することに

より、見通しを確保しつつ周辺の自然環境との調和を図っていきます。 
「すべての人の利用への対応」については、緑豊かな自然環境のなかでウォーキングが可能

なルートを考慮し、年齢や体力に応じて選択性のあるルートを整備していく。 
「緩衝緑地帯の設置」については、公園外周の植栽帯・疎林広場により緩衝帯としての機能

を確保する。 
「住民参画・協働」については、市が進めておりますアダプトプログラムによる日常維持管

理への住民の参加や疎林広場に記念植樹ゾーンを設置し、公園整備における住民参加・協働

意識の向上を進めていく。 
「自然環境の保全」については、現況樹林地内を活用して市民の健康維持・増進に寄与する

ウォーキングルートを整備していく。 
 また、事業実施にあたっては、「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり施設整備マニ

ュアル」に基づき整備を行っていく。 
 
５－３ 中長期的な課題とその対応 
中長期的な課題として、全域的な防災拠点としての対応が考えられます。桑名市地域防災

計画の基本計画に基づき、震災に強いまちづくりとして、災害時の指定避難場所とし、また、

防災拠点として桑名市総合運動公園の位置付けを行なっていくとともに、地域住民と連携し

防災施設の充実を行なっていきたい。 
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公共事業事後評価（県事業） 
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３ 平成１８年度公共事業事後評価結果（県事業） 

 

 公共事業の事後評価にあたっては、客観的に評価を行う観点から三重県公共事業評価審査

委員会条例に基づく三重県公共事業評価審査委員会の調査審議を経たうえで、事後評価結果

を今後実施する事業の計画、又は、実施中の事業に反映させる内容について、委員会のご意

見を最大限尊重しながら県の事業方針を表－３のとおり決定しました。 
（１）平成１８年度三重県公共事業事後評価審査対象事業一覧表（表－３） 

   

 事後評価理由： 事業完了後おおむね５年が経過した事業 

   

番

号 
事業名 箇所名 市町村名 

採択

年度 

完了

年度 
答申 事業方針 

501 ほ場整備事業 榊原地区 津市 H3 H12 了承 

502 一般農道整備事業 朝明川左岸地区 
四日市、 

菰野町 
S62 H12 了承 

503 街路事業 桑名員弁線 桑名市 H2 H12 了承 

504 公営住宅整備事業 エスペラント末広 松阪市 H9 H12 了承※ 

各部の取り

組みのとおり 

※付帯意見あり（１箇所） 

（２）事後評価結果を踏まえた今後の取り組み 
 本県は、県民の公共事業に対する多様な価値観や近年の急激な社会経済情勢の変化等に対

して、新たな時代のニーズを捉えつつ公共事業を計画し、実施して行くことが重要と考え、

平成１５年度から公共事業事後評価を実施し、その結果から得られた課題への対応策を検討

するとともに、それを今後実施する事業等へ反映させていくこととしています。 
 本年度は、表－３の４事業について公共事業事後評価を実施し、三重県公共事業評価審査

委員会にご審査をいただきました。その結果、「了承」とのご答申とあわせて貴重なご意見

をいただきました。 
 本県は、このご意見を踏まえて課題を検討し、それに対する具体的な取り組みとして次頁

以降に整理しました。 
 今後は、この取り組みを進めるとともに、更に的確な事後評価に努め、今後実施する公共

事業の計画等に反映させつつ、本県の公共事業が一層効率的効果的となるよう取り組んでい

きます。 
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１） 農水商工部の取り組み（事後評価） 
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ほ場整備事業について 
［農水商工部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
 ほ場整備事業 ５０１番 榊原地区 
 
２ 委員会意見 
平成１８年１２月２２日に開催されました第６回三重県公共事業評価審査委員会において

審査を受けた結果、「事後評価の妥当性が認められたことから課題に対する対応方針を了承

する」との答申をいただきました。 
 
３ ほ場整備事業の背景 
ほ場整備事業は、農業の生産基盤である耕地の大区画化、用排水路と農道の整備、換地に

よる耕地の集団化を推進することにより、高生産性農業の実現、農業を担う経営体の育成、

そして、農業・農村の健全な発展に寄与することを目的に事業を実施するものです。本事業

の背景として、農地の区画が不整形で、道路が狭く、水路は用排兼用の土水路等により、不

効率な農業を行っている地域において、ほ場条件の整備を図ることで、担い手への農地の利

用集積の促進や、営農の省力化に必要な整備を行うことに、地域の要請があります。 
また、農産物の安心・安全で安定的な供給や農業の構造改革のためには、担い手への農地

の集積や農作業の効率化のための整備を行う必要があります。 
 
４ 事業への対応方針 
４－１ 短期的な課題 
営農組合等の経営体へ、さらに農地を集積すること。 
 獣害が年々増加していること。 
 農業用施設の維持管理が農家のみでは、困難な状況になってきていること。 
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４－２ 短期的な課題の解決方針 
営農組合等の経営体に農地を集積させるには、経営体の経営状況を安定させることが重要

であることから、経理の一元化や借入金が可能な法人化を進めるよう、指導・助言を行いま

す。 
獣害対策については、地域で一体的な対策を検討する必要があるため、集落で話し合いを

進めていただくよう、指導・助言を行います。 
農業用施設の維持管理については、農家を中心として、非農家も含めた対応を行い、さら

に農村環境を向上させるよう、指導・助言を行います。 
 
４－３ 中長期的な課題とその対応 
農業用施設は、適正な維持管理を行うことで施設の長寿命化を図ることができます。しか

し、今回のアンケートの中で「農家の働き手の減少により、近い将来は農家だけでなく地域

全体として、農地や施設の維持管理を考えていかなければならない。」との意見を頂きまし

た。 
農地やこれら施設は、農業者の生産基盤であるとともに、食料の安定供給、国土保全や自

然環境の保全など農業の有する多面的機能の発揮に不可欠な社会共通資本であります。 
そのため、今後は農家だけでなく非農家の方々も含めた活動組織により、農地やこれら施

設が適正に管理できるような体制を整備するよう推進していきます。 
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農道整備事業について 
［農水商工部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
 一般農道整備事業 ５０２番 朝明川左岸地区 
 

２ 委員会意見 
平成１８年１２月２２日に開催されました第６回三重県公共事業評価審査委員会における

審議の結果、「事後評価の妥当性が認められたことから課題に対する対応方針を了承する」

とのご答申をいただきました。 
 
３ 農道整備事業の背景 
農村地域では、農地と農業用施設、市場などを効率的に結ぶ道路が十分確保されていませ

ん。 

また、通勤や通学など地域住民の生活に必要な道路の整備も遅れています。 

このため、農業機械・農産物輸送車両の大型化、農産物流通圏の拡大など、農業生産の効

率化、農産物流通の合理化や、都市に比べて遅れている社会生活環境の改善のため農道の整

備を進めています。 

 
４ 事業への対応方針 
４－１ 短期的な課題 
本地区は、事業の完成まで、昭和６２年から平成１２年の１４年の期間を要しており、工

期が長期化しています。 
また、本路線において、商工業用大型車両の運搬経路としての利用が増大し、計画交通量

を上回る車両が走行しているため、早期に路面の補修が必要な状況が想定されます。 
 
４－２ 短期的な課題の解決方針 
本農道は、市町が管理していることから、適切に維持・管理されるよう支援してまいりま

す。 
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４－３ 中長期的な課題とその対応 
工期の長期化については、平成１３年度より、コスト意識を持ち短期間で事業を実施する

等の時間管理の徹底を通じて、事業の効率性・透明性を図ることから、標準工期を設定し事

業を進めており、事業効果の早期発現を図ります。 
また、計画交通量の算定にあたっては、生活道路としての利用が増えているため、地域の

道路網や生活道路としての利用形態を考慮して、客観的な分析を行うことが必要となること

から、地域の状況を十分調査したうえで、分析手法の妥当性を総合的に検討し、信頼性の高

い計画交通量の算定を行います。 
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２） 県土整備部の取り組み（事後評価） 
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桑名員弁線街路事業について 
［県土整備部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
 街路事業 ５０３番 都市計画道路桑名員弁線 
        
２ 委員会意見 
 平成１８年１２月２２日に開催された第６回三重県公共事業評価審査委員会において審査

を受けた結果、「事後評価の妥当性が認められたことから課題に対する対応方針を了承す

る」との答申をいただきました。 
 
３ 事業の背景 
 街路事業は、都市における円滑な交通機能の確保及び公共空間を備えた良好な市街地の形

成を図ることにより、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与することを目的とし

て、市街地の都市計画決定された道路を整備する事業です。 

 桑名員弁線は、桑名市内の国道１号を起点とし、いなべ市に至る延長約１２ｋｍの 

都市計画道路で、昭和５４年に都市計画決定されています。 

 桑名員弁線街路事業は、このうち国道１号から国道２５８号までの延長約１．９ｋｍの区

間について、昭和６０年度より４車線のバイパス道路として整備を進め、平成１２年度に完

成供用しました。 

 当道路は、近鉄名古屋線、ＪＲ関西本線及び近鉄養老線とそれぞれ立体交差し、国道１号、

２５８号とあわせて桑名市既成市街地内の外郭幹線道路ネットワークを形成するとともに、

桑名市西部の大規模住宅団地やいなべ市と桑名市内既成市街地とのアクセス強化を図り、ま

た、沿道における宅地開発や商業振興などにも大きく寄与しています。 
 
４ 事業への対応方針 
４－１ 短期的な課題 
 当街路事業に対する評価の一環として、沿道住民及び道路利用者の方々に対しアンケート

調査を実施したところ、総合評価として８割を超える方から「満足している」とのお答えを

いただきました。しかし一方で、国道１号との交差点付近における渋滞緩和を求めるご意見
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も多くいただきました。 

 これは、桑名員弁線から国道１号への右折車両が多数あるものの、右折専用車線が設置さ

れていないために、車両が滞留・渋滞していることが要因と思われ、その緩和が課題である

と考えています。 

 
４－２ 短期的な課題の解決方針 
 当交差点については、現在の「直進・右折併用車線」を「直進車線」と「右折車線」に分

離し、既存の「左折車線」と合わせた３車線とすることで方向別に交通を分離させ、右折車

両がスムーズに交差点を通過することができるよう、区画線処理等の対策を平成１８年度内

に実施する予定です。 

 
４－３ 中長期的な課題とその対応 
 街路事業は、都市内において実施する道路の改築事業であり、市民生活や経済活動等に伴

う交通の円滑化を図るのみではなく、沿道の市街化を誘導する等の機能を併せ持つなど、都

市の基盤として「まちづくり」に大きく寄与する重要な役割を担っています。 

 このため、今後も引き続き、街路事業のこれら多岐にわたる事業効果等を考慮しつつ、事

業箇所の重要性、緊急性を勘案しながら、「新道路整備戦略」に沿って計画的な整備を推進

していきます。 
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公営住宅整備事業について 
［県土整備部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
 公営住宅整備事業 ５０４番 県営住宅エスペラント末広 
 
２ 委員会意見 
平成１８年１２月２２日に開催された第６回三重県公共事業評価審査委員会における審査

の結果、県の事後評価の妥当性を認められたことから課題に対する対応方針の了承を得まし

た。 
ただし、「高齢社会を見据えて、ユニバーサルデザインの視点を加味した事後評価を行い、

今後の計画に反映されたい。」「構造計算書の再確認を早急に実施されたい。」の２点につい

てご意見をいただきました。 
 
３ 公営住宅整備事業の背景 
 公営住宅整備事業は、公営住宅法に基づき、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家

賃で住居を供給することを目的に実施しており、当事業により整備された公営住宅は、「住

まいのセーフティーネット機能（民間において住居を確保できない人達への住居提供機

能）」としての役割を果たしています。 

なお今回のエスペラント末広については①耐震性能不足、②建築設備の経年劣化、③建物

の老朽化による周辺地域環境への悪影響、の理由により入居者の生命と財産の保護、及び住

環境の改善と向上を図り、地域景観の改善にも寄与することを目的として建替を図る必要が

ありました。 

 
４ 事業への対応方針 
４－１ 短期的な課題 
① ユニバーサルデザインの視点を今後の設計に反映させ評価を行うこと。 
② 構造計算書に瑕疵がないか再確認が必要。 
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４－２ 短期的な課題の解決方針 
・課題①について 

 当該建築物では、公営住宅整備基準に基づき床段差解消や、風呂、便所内の手摺りの設置

などの、ユニバーサルデザインを設計にとりいれ整備しております。また住民アンケートの

結果でも、好評をいただいております。今後もユニバーサルデザインを活用した住宅整備事

業を推進していきます。 

・課題②について 

 県が建設する建築物の設計は、総務部営繕室が民間設計事務所へ業務委託しており、委託

業務監督を行う中で、構造方針の検討および計算書の確認を行っています。当該建築物につ

いては、さらに発注元である県土整備部住宅室が、当時二重チェックを行っておりますが、

加えて現在、県土整備部建築開発室構造審査高度化担当にて構造計算書の再確認をすすめて

おります。 

 
４－３ 中長期的な課題とその対応 
 今後、少子高齢化及び情報化の進展、環境資源問題、災害の防止などに対応していく必要

性があることから、引き続き、公営住宅整備の既設県営住宅の改善を行っていくことにより、

既存ストックの有効活用を図り、時代の要請に応じた住宅ストックを形成してまいります。 
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

H10

-
 1

 -

1,391 58.1%

H22 - -

この地区の林業の主要な
担い手である松阪飯南森林
組合に対し、平成１７年度
はスイングヤーダ１台の導
入に補助を行いました。平
成１８年度はプロセッサ、
フォワーダ各１台の導入に
補助を行いました。平成１９
年度はグラップルクレーン
の導入に支援を予定してい
ます。

林業を振興し、成熟しつつ
ある森林資源を有効に活用
するためには、主要な担い
手である森林組合が中小
規模の森林所有者の施業
を取りまとめ、集約化を行う
ことで一定の施業規模を確
保し、林道を中心に、作業
道、作業路からなる路網と
高性能林業機械を利用した
列状間伐など、低コスト施
業で採算のとれるプランを
提案し、持続的な森林施業
の確立をしなければなりま
せん。

そのため、松阪飯南森林
組合では、平成１８年度か
ら２０年度まで、新規に創設
した原木安定確保パイロッ
ト事業に取組み、森林コン
サルティング手法の習得や
集約化施業のための森林
プランの策定と、この地域
にあった効率的な森林施業
の実施について取り組んで
います。平成１８年度は７団
地２１０haの集約化とそのう
ちの２団地で高性能林業機
械による利用間伐を実施し
ております。新しい施業に
積極的に取り組めるよう
に、又その手法が定着し持
続可能な森林施業が確立
するよう支援いたします。

森
林
整
備
事
業

1

森
林
管
理
道
波
留
相
津
線

松
阪
市

④

【全体事業概要】
全体計画
計画延長 ： 5,838m
幅員4.0m
利用区域面積 ：203ha

1,391 58.1%

H17年度末：2,567m
H18年度以降：3,271m

【全体計画】
近年の社会経済状況
等や周辺環境の変化
にあわせ、平成1５，１
８年度に全体計画の
見直しを行っている。

【費用対効果分析】
Ｂ／Ｃ＝1.08

【コスト縮減】
「三重県公共工事コスト縮減
に関する第３次行動計画」に
基づき、更なるコスト縮減に
努めたい。
（具体的事例）
・路肩の縮減
・補強土壁工法の採用によ
り中心線を外側へずらし、切
土法面を短くし、土工量及び
法面保護工の削減
・地形に沿った波形線形の
採用

【事業目的】
・森林資源の有効活用
・森林施業の促進による公
益的機能の発揮
・県道飯南三瀬谷停車場線
の迂回路

コスト縮減に努
め、間伐材の使用
など森林資源を有
効に活用しながら、
法面工等には在来
種を使う努力をする
など環境への配慮
をしながら事業を進
めたい。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。ただし、間伐材の積極的な
搬出を含め、林業振興に有効
活用されたい。

〜

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

①
継
続

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H8

-
 2

 -

2,520 94.0%

H20 180 100.0%

今後の事業におきまして
は、計画策定段階で行政・
農家・地域が十分な話し合
いを重ねることにより、地域
としての営農の方向や整備
の方針、事業完了後の姿を
関係者が理解し、それに向
かい事業を実施することが
できるよう、話し合いの場を
多く提供していくことで、当
初計画及び変更計画の対
比など増加要因を少なくす
るように努めてまいります。

農地や農業用施設は、農
業者の生産基盤であるとと
もに、食料の安定供給、国
土保全や自然環境の保全
など農業の有する多面的機
能の発揮に不可欠な社会
共通資本であります。その
ため、今後は農家だけでな
く非農家の方々も含めた活
動組織により、農地やこれ
ら施設が適正に管理できる
ような体制を整備するよう
推進していきます。

平成19,20年度は換
地業務を残すところ
です。

事業進捗率が９４．５％と高い
こともあり、事業継続を了承す
る。ただし、事業費の当初計画
及び変更計画の対比など増加
要因に関する説明が著しく不
足していたことから、本事業を
事後評価の対象とすることを希
望するものである。

〜
【事業目的】
計画地域の農業生産は米を
基幹作物とし、いちご、もろ
へいや等の露地野菜の栽
培を行っています。本事業
において、高生産性農業の
実現、農業を担う経営体の
育成、そして、農業・農村の
健全な発展に寄与すること
を目的とし、農業の生産基
盤である耕地の大区画化、
用排水路と農道の整備、換
地による耕地の集団化を実
施します。

94.5%

【区画整理】
H17年度末   ： 96.2 ha
H18年度以降：  4.0 ha

【社会情勢の変化】
近年の社会経済状況
等や周辺環境の変化
にあわせ、平成11年
度に食料・農業・農村
基本法が制定されまし
た。三重県では三重
県環境調整システム
推進要綱を平成13年
度に改定し、自然的条
件を把握し、環境への
配慮を検討することと
なりました。これを受
け、当地区において、
生態系現地調査を実
施したところ、多くの希
少生物が確認されまし
た。そのため、この地
域の自然環境保全を
目的に生態系保全工
法を取り入れた工事
の実施、工事区域の
分割施工による生態
系への影響の軽減を
行いました。

【費用対効果分析】
Ｂ／Ｃ＝1.17

【コスト縮減】
「三重県公共工事コスト縮減
に関する第３次行動計画」に
基づき、更なるコスト縮減に
努めたい。
（具体的事例）
・区画整理の盛土材を他工
事で発生する残土を利用し
た。
・道路工の敷砂利及び舗装
材に再生材の活用した。

【代替案】
特にありません。

2,700

ほ
場
整
備
事
業

（
経
営
体
育
成
基
盤
整
備
事
業

）

2

櫛
田
上
地
区

松
阪
市

②

【全体事業概要】
全体計画
計画区域面積 ： 124.0 ha
田   ：  90.8 ha
畑 地  ：  16.5 ha
農道整備  ： 18,100 m
農業集落道路 ：  2,197 m
幹線用水路 ：  1,535 m
用水路整備  ： 17,600 m
排水路整備 ： 15,600 m

①
継
続

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H7

-
 3

 -

4,060 55.8%

H21 775 71.4%

②

4,263 55.8%

〜
【事業目的】
中勢広域営農団地整備計
画に基づき、近代化施設の
整備計画と合わせて、生産
から流通までの課程を有機
的に結ぶ農道Ｌ＝２６．７ｋｍ
を整備し、流通・輸送面での
生産コストを低減するなど地
域農業の安定と活性化を図
ります。

【全体事業概要】
道路工 Ｌ＝５，９１１ｍ

広
域
農
道
整
備
事
業

3

中
勢
３
期
地
区

津
市
・
松
阪
市

道路工 Ｌ＝４，１９７ｍ 平成１８年度現在、
全体事業費４，０６０百
万円（１，１９０百万円
減）となっています。

県道白山小津線の
整備が進み、一志嬉
野工区と並行し、一志
町波瀬地内を迂回す
る波瀬バイパスが平
成１７年９月に供用が
開始され、流通輸送面
において有効に利用
されていることから、
本事業の一志嬉野工
区L=5.3kmを見直しま
した。

事業費の減や、割引率が
５．５％から４％に変わった
ことから、平成７年度事業採
択時の費用対効果分析結
果は、１．０９でしたが、現時
点では２．７３となりました。

他の公共事業からの残土
流用、再生材を利用した舗
装の実施や伐採木や根株を
法面緑化材として利用する
など、さらなるコストの縮減
に努めます。

白山工区におい
て、用地買収が遅
れていましたが、ほ
ぼ内諾が得られて
おり、１９年度から
整備に着手し、平成
２１年度の事業完了
を目指します。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

希少な動植物の保全に必
要な対策工法を着実に実
施するとともに、整備後にも
調査を実施し、自然環境へ
の影響を検証します。

農道事業は、農業機械・
農産物輸送車両の大型
化、農産物流通圏の拡大な
ど、農業生産の効率化、農
産物流通の合理化や、都
市に比べて遅れている社会
生活環境の改善を目的とし
て整備を進めています。

したがって今後も、農村振
興を中心としつつ、農村の
社会生活環境の改善も考
慮し、農道の整備を進めて
まいります。

①
継
続

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H6

-
 4

 -

856 35.5%

H22 224 45.5%

農
林
漁
業
用
揮
発
油
税
財
源
身
替
農
道
整
備
事
業

4

上
野
依
那
古
２
期
地
区

伊
賀
市

②

【全体事業概要】
道路工 Ｌ＝２，３９０ｍ

899 35.5%

〜
【事業目的】
当地区は、伊賀米の産地と
して付加価値の高い農業が
営まれています。
農業経営の安定化と併せて
農村環境の改善を図るた
め、農道の整備するもので
す。

道路工 Ｌ＝２９７ｍ 平成１８年度現在、
全体事業費８５６百万
円となっており、当初
計画時点より２８０百
万円の増となっていま
す。

事業費変更の内容
は、環境調査費の増
や路線変更に伴う用
地買収費や法面保護
工事費の増によるも
のです。

また、平成９年度に
上野新都市がオープ
ンし、当道路はそのア
クセス道路としても利
用され早期完成が望
まれています。

事業費の増はあるものの、
割引率が５．５％から４％に
変わったこともあり、平成６
年度事業採択時の費用対
効果分析結果は、１．３１で
したが、現時点では１．５０と
なりました。

また、農家のアンケートや
農業を考える会の議論結果
を踏まえ、将来的な営農をも
とに効果を算定しました。

他の公共事業からの残土
流用、再生材を利用した舗
装の実施や伐採木や根株を
法面緑化材として利用する
など、コストの縮減に努めま
す。

新しいルート案
は、当初より地域住
民が要望していた
ルート案を、徹底し
た環境調査と対応
により、自然環境に
対応した農道計画と
したものです。

このため、早期完
成が強く望まれてお
り、平成２２年度に
は完了する予定で
す。

自然保護への配慮がされてい
ること、事業が相当程度進捗し
事業効果の発現を促す必要が
あることから事業継続を了承す
る。ただし、類似の事業につい
ては主として農業振興の視点
から、事業の推進に努め、また
本委員会への説明を期待する
ものである。

希少な動植物の保全に必
要な対策工法を着実に実
施するとともに、整備後にも
調査を実施し、自然環境へ
の影響を検証します。

農道事業は、農業機械・
農産物輸送車両の大型
化、農産物流通圏の拡大な
ど、農業生産の効率化、農
産物流通の合理化や、都
市に比べて遅れている社会
生活環境の改善を目的とし
て整備を進めています。

したがって今後も、農村振
興を中心としつつ、農村の
社会生活環境の改善も考
慮し、農道の整備を進めて
まいります。

①
継
続

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H9

-
 5

 -

18,828 65.5%

H30 20,172 46.7%

今後、交通量予測や費用
便益比の説明においては、
「現況交通量と将来交通
量」、「他路線からの交通量
の転換」、「旅行速度の変
化」などにより計算の根拠
を具体的に説明するととも
に、これに関連した算出過
程のわかる「走行時間短縮
便益」、「走行経費減少便
益」、「交通事故減少便益」
の計算結果表を添付し、分
かり易い説明に努めます。

道
路
事
業

5

一
般
国
道
４
７
７
号
四
日
市
湯
の
山
道
路

四
日
市
市

、
菰
野
町

②

【全体事業概要】
延長 ９．０ｋｍ
幅員 ２４．０（３６．０）ｍ

道路改良工 ７５９０ｍ
東名阪アンダー工 ２９０

ｍ
橋梁工 １１２０ｍ（３橋）

39,000 55.8%

〜
【事業目的】
当該事業は、東名阪四日市
インターチェンジから第二名
神菰野インターチェンジ（仮
称）までの区間を地域高規
格道路として、現道のバイ
パス機能及び高速道路のイ
ンターチェンジへのアクセス
機能を担う目的で平成９年
度に事業着手。当事業によ
り交通の分散を図ることによ
る渋滞の緩和、走行時間の
短縮による利便性・生産性
の向上など、安全で円滑な
交通を確保することで、地域
の発展に大きく寄与する。

平成１５年度に高角イン
ターチェンジ部の部分供
用（２２０ｍ）を開始し、平
成１４年度より東名阪自
動車道アンダーボックス
工事に着手

第二名神高速道路四
日市北ジャンクション
～亀山間が平成３０年
に供用開始予定。

【費用対便益分析】
B／C=１．６

【コスト縮減】
全線立体道路を予定してい
たが、構造要件の見直しを
行い、一部平面道路にした
ため、盛土及び高架橋の縮
減により、コスト縮減を図
る。暫定２車線にて段階的
な効果発現が可能となる整
備を行い、事業効果の早期
発現、初期投資コストの縮
減に努める。

平成３０年完成予定
の第二名神高速道
路と同調を図り、関
係機関との調整も
図りながら、事業を
推進する。

①
継
続

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H9

-
 6

 -

4,133 8.5%

H23 1,564 100.0%

今後、交通量予測や費用
便益比の説明においては、
「現況交通量と将来交通
量」、「他路線からの交通量
の転換」、「旅行速度の変
化」などにより計算の根拠
を具体的に説明するととも
に、これに関連した算出過
程のわかる「走行時間短縮
便益」、「走行経費減少便
益」、「交通事故減少便益」
の計算結果表を添付し、分
かり易い説明に努めます。

道
路
事
業

6

主
要
地
方
道
伊
勢
松
阪
線

伊
勢
市

②

【全体事業概要】
延長 １，１４５ｍ
幅員 ６．５（１８．０）ｍ
 道路改良工 ９２５ｍ
 近鉄アンダー工 ４０ｍ
 Ｕ型擁壁工 １８０ｍ

5,697 35.2%

〜
【事業目的】
当該事業により、伊勢市市
街地部において、一般国道
２３号と県道鳥羽松阪線を
結ぶ新たな幹線「伊勢南北
幹線道路」を整備する。近鉄
踏切を立体交差化すること
で踏切を中心とした混雑を
解消するとともに伊勢市北
部方面から伊勢市中心部へ
の新たな道路ネットワークを
形成する。

未供用 平成１７年１１月１日、
度会郡御薗村、小俣
町、二見町と伊勢市と
が合併し、新伊勢市が
発足した。当バイパス
は、伊勢市域の連絡
強化を図る道路として
重要性が高くなってい
る。

Ｂ／Ｃ＝１．８ 近鉄アンダーボック
ス工事の早期完了
を図り、平成２５年
の伊勢神宮式年遷
宮に向け平成２３年
度末の完成を目指
して、継続して事業
を推進する。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

①
継
続

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H4

-
 7

 -

4,580 40.4%

H27 920 36.0%

今後、交通量予測や費用
便益比の説明においては、
「現況交通量と将来交通
量」、「他路線からの交通量
の転換」、「旅行速度の変
化」などにより計算の根拠
を具体的に説明するととも
に、これに関連した算出過
程のわかる「走行時間短縮
便益」、「走行経費減少便
益」、「交通事故減少便益」
の計算結果表を添付し、分
かり易い説明に努めます。

道
路
事
業

7

一
般
国
道
２
６
０
号
南
島
バ
イ
パ
ス

南
伊
勢
町

③

【全体事業概要】
延長 ３．５ｋｍ
幅員 ６．０（１１．０）ｍ

道路改良工 ３１６７ｍ
トンネル工２箇所（３０３ｍ）

5,500 48.5%

〜
【事業目的】
当該事業により歩道付き２
車線のバイパス道路を整備
することで、交互通行区間を
はじめ、幅員狭小区間やつ
づら折れ区間を解消し、幹
線道路としての利便性を向
上させるとともに、円滑で安
全な交通、歩行者の安全を
確保する。これにより、地域
の交流、生活、産業の振興
に寄与するとともに、緊急輸
送路として、自然災害時の
緊急輸送機能を確保する。

また、現道からバイパスへ
交通を転換させることで現
道周辺集落の安全・安心な
生活を確保する。

未供用 平成１７年１０月１日、
度会郡南勢町と南島
町が合併し、南伊勢町
が発足した。当バイパ
スは、行政機能を分担
する旧各町役場を結
ぶ唯一の幹線道路で
あることから、合併支
援道路として重要性が
高くなっている。

【費用対便益分析】
B／C=１．８

【コスト縮減】
現場発生土については、現
場内流用に努める。また、ラ
イフサイクルコストの観点か
ら、草刈りに要する維持管
理費を抑制するため、切土
法面の道路面近くの部分
（路面から１．５ｍ）について
は、これまでの植生に変えコ
ンクリート吹き付け等を採用
する。

登記名義人１２１名
共有地において相
続人が現在９００名
を越えており、関係
者整理に多大な時
間を要していること
などから用地買収
が難航している。こ
のため、今後は共
有地関係者に対し
て法的手続きを実
施し、最重要課題で
ある「３分間信号区
間」解消に向け、こ
の区間を含む２３８
０ｍについて重点的
に工事を進め、工事
用進入路を活用し
た部分供用を行い、
事業効果の早期発
現に努める。平成２
４年の部分供用を
目指している。
残る１０９０ｍの区
間も早期用地買収
完了に努め、平成２
８年の全線供用に
向けて事業を促進
する。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

①
継
続

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S62

-
 8

 -

117,500 45.1%

H58 2,500 100.0%
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④

【全体事業概要】
全体計画
計画区域面積 ： 7,310.3 ha
計画処理人口 ： 229,300人
計画汚水量  ： 135,000m3/
日最大
流域幹線延長 ： 39.4ｋｍ
終末処理場  ： １箇所

120,000 46.2%

【事業目的】
伊勢湾をはじめとする公共
用水域の水質保全と汚水排
除による生活環境の改善に
資するものである。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。ただし、全体事業費につい
ては、県民の理解が得られる
ような事業費で取り扱うこととさ
れたい。

①
継
続

今後は、人口減少や生活
様式の変化等の社会経済
情勢の変化に適切に対応
するため、全体計画や投資
計画の見直しを定期的に行
い、計画的、効率的な事業
の推進を図ります。また、事
業費についても、コスト縮減
を図り、実績に基づく精度
の高い事業費の把握を行
います。

今後は、市町の財政状況
や社会経済情勢の変化、
地域特性等を勘案し、アク
ションプログラムの柔軟な
見直しを行い、下水道・農
業集落排水・漁業集落排
水・合併処理浄化槽等の各
事業が一層の連携を図ると
ともに、コスト縮減に努め、
生活排水処理施設の整備
を推進していきます。

〜

【流域幹線管渠整備】
H17年度末：38.7km
H18年度以降：0.7km

【処理場整備】
H17年度末：処理能力
41,200m3/日最大
H18年度以降：処理能力
93,800m3/日最大

【全体計画】
近年の社会経済状況
等や周辺環境の変化
にあわせ、平成17年
度に全体計画諸元の
見直しを行っている。

【費用対効果分析】
Ｂ／Ｃ＝1.41

【コスト縮減】
「三重県公共工事コスト縮減
に関する第３次行動計画」に
基づき、更なるコスト縮減に
努めたい。
（具体的事例）
・処理場設計計画の見直し
（処理場施設規模・処理場
敷地面積の縮小、残土処分
量の抑制、処理施設の統合
など）
・長距離推進工法の採用に
よる立坑の削減
・再生材の活用

【代替案】
本処理区の下水道計画区

域については、「三重県生活
排水処理アクションプログラ
ム」において、下水道以外の
生活排水処理手法である農
業集落排水等の集合処理
手法や合併浄化槽等の個
別処理手法に対して、経済
比較や地域の地形条件、集
落の形成状況、人口の集中
状況、社会情勢等を考慮し
たうえで選定を行っている。

関連市の下水道
整備の進捗にあわ
せて幹線管渠の整
備を行うとともに、
処理場への流入水
量の増加にあわせ
て段階的に処理施
設の増設を行うこと
としている。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H9

-
 9

 -

63,700 19.3%

H50 1,300 98.4%

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

①
継
続

今後は、人口減少や生活
様式の変化等の社会経済
情勢の変化に適切に対応
するため、全体計画や投資
計画の見直しを定期的に行
い、計画的、効率的な事業
の推進を図ります。また、事
業費についても、コスト縮減
を図り、実績に基づく精度
の高い事業費の把握を行
います。

今後は、市町の財政状況
や社会経済情勢の変化、
地域特性等を勘案し、アク
ションプログラムの柔軟な
見直しを行い、下水道・農
業集落排水・漁業集落排
水・合併処理浄化槽等の各
事業が一層の連携を図ると
ともに、コスト縮減に努め、
生活排水処理施設の整備
を推進していきます。

〜

【流域幹線管渠整備】
H17年度末
    ：約12km
H18年度以降
    ：約16.6km

【処理場整備】
H17年度末
    ：未供用
H18年度以降
    ：処理能力
      79,600m3/日最大

【全体計画の見直し】
近年の社会経済状況
等や周辺環境の変化
にあわせ、平成15年
度に全体計画諸元の
見直しを行っている。

【費用対効果分析】
B/C=1.33
【コスト縮減】
「三重県公共工事コスト縮減
に関する第３次行動計画」に
基づき、更なるコスト縮減に
努めたい。
（具体的事例）
・長距離推進工法の採用に
よる立坑の削減。
・ 再生材の活用（砕石、アス
ファルト合材）
【代替案の検討】
本処理区の下水道計画区
域については、「三重県生活
排水処理アクションプログラ
ム」において、下水道以外の
生活排水処理手法である農
業集落排水等の集合処理
手法や合併浄化槽等の個
別処理手法に対して、経済
比較や地域の地形条件、集
落の形成状況、人口の集中
状況、社会情勢等を考慮し
たうえで選定を行っている。

供用開始に向けた
幹線管渠及び浄化
センターの整備を図
るとともに、供用開
始後は、関連市の
面整備に併せた幹
線管渠の延伸と浄
化センターの流入
水量の伸びに基づ
いた段階的増設を
図る。

②

【全体事業概要】
計画区域面積
         ：3,163.7ha
計画処理人口
         ：99,900人
計画汚水量

 ：79,600m3/日最大
流域幹線延長
         ：28.6ｋｍ
終末処理場
         ：１箇所

65,000 20.9%

【事業目的】
伊勢湾をはじめとする公共
用水域の水質保全と汚水排
除による生活環境の改善に
資するものである。

下
水
道
事
業
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H4

-
 1

0
 -

2,270 87.0%

H22 － －

効率的・効果的に耐震対
策を実施するため、耐震対
策の優先度を反映させた海
岸整備アクションプログラム
の改定を行う予定であり、
改定した海岸整備アクショ
ンプログラムに基づき、耐
震対策を実施していく予定
です。

海岸事業は事業規模が
大きく、事業期間が長期に
なります。そのため、当初
計画をそのまま継続してい
く場合、事業効果が適切に
反映されない可能性があり
ます。そこで、定期的に事
業の効果を検証し、今後の
計画にその効果を適切に
反映させることで、コスト縮
減を図りつつ、早期に事業
効果が発揮できるよう事業
を推進していくこととしま
す。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

③

【全体事業概要】
離岸堤：890m
（120m×6基，170m×1基）

【整備済み内容】

離岸堤：770m

【次年度以降の内容】

離岸堤：120m

【社会的状況の変化】

当該地域は、伊勢
湾に面し、工業、漁
業等が盛んなだけで
なく、国道23号、近
鉄等で名古屋方面と
直結しており交通至
便で、人口が集中し
ています。防護区域
についても、依然と
して人家が密集して
おり防護の必要性に
変化はありません。
また、住民の防災

意識の高まりから、
安心して生活の出来
る環境の実現のため
に以前と変わらず事
業の必要性は高いも
のがあります。

【費用対効果分析】

B/C＝2.4

【コスト縮減】

背面の沖防波堤の延伸
や南側に港湾施設が造成
されたことなどから、当
海岸南端部分において堆
砂が見られました。この
堆砂により、越波の軽減
や護岸基礎の安定が見込
まれることから、離岸堤
の整備範囲を再検討し、
その結果、約230百万円の
コスト縮減が可能とりま
した。

【代替案】

侵食により越波が生じ
る海岸の場合、近年の海
岸整備においては、高波
浪を強制的に砕波させる
工法を組み合わせる面的
防護が最適とされてい
る。離岸堤は堆砂効果に
ついても期待できること
から、当海岸においては
代替案は考えられず、現
在の進捗状況及びその効
果からみても現計画で進
めることが妥当であると
判断しています。

【今後の見通し】

今後も厳しい財政
状況になると予想さ
れますが、引き続き
事業の進捗を図り
平成22年度の完成
を目指します。

2,270 87.0%

海
岸
事
業
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〜
【事業目的】
土砂供給の減少により、
海浜は年々侵食され、台
風や低気圧の通過時には
背後地への飛沫が生じて
います。
このため、離岸堤の整備
により波浪や高潮等によ
る災害を防除し、堤防背
後の生命と財産を守ると
共に、海岸侵食の進行を
防止することを目的とし
ている。

①
継
続

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評
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7,139 38.0%

H36 － －

効率的・効果的に耐震対
策を実施するため、耐震対
策の優先度を反映させた海
岸整備アクションプログラム
の改定を行う予定であり、
改定した海岸整備アクショ
ンプログラムに基づき、耐
震対策を実施していく予定
です。

海岸事業は事業規模が
大きく、事業期間が長期に
なります。そのため、当初
計画をそのまま継続してい
く場合、事業効果が適切に
反映されない可能性があり
ます。そこで、定期的に事
業の効果を検証し、今後の
計画にその効果を適切に
反映させることで、コスト縮
減を図りつつ、早期に事業
効果が発揮できるよう事業
を推進していくこととしま
す。

【今後の見通し】

厳しい財政状況
の中、今後は事業
の重点化を図りま
す。
先ず海気象条件

の最も厳しい呼崎
名倉地区を最優先
地区として位置付
けて整備を行い、
長島港海岸全体と
しては、平成36年
度の完成を目指し
ます。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

〜

【費用対効果分析】

[中ノ島地区] B/C＝23.9
[呼崎名倉地区] B/C＝8.5
[西長島地区]  B/C＝4.2

【コスト縮減】

計画時において出来る
だけ既存施設を有効に活
用することや、各施設を
細分化し、より経済的な
断面を採用するなど、設
計時において可能な限り
コストの縮減に取り組ん
でいます。

【代替案】

当地区のように、背後
に人家が連担している地
域にとっては、海岸にお
ける護岸・堤防はいわゆ
る生命線です。地域住民
の安心・安全の生活確保
のため、代替案は考えら
れず、また、現在の事業
進捗状況から判断して
も、現計画で進めること
が妥当であると判断して
います。

38.0%

【整備済み内容】

[中ノ島地区]
護岸補強：564m

[呼崎名倉地区]
堤防補強：333m
離岸堤：300m
（100m×3基）

[西長島地区]
堤防補強：279m
防潮扉動力化：2基

【次年度以降の内容】

[中ノ島地区]
護岸補強：616m

[呼崎名倉地区]
堤防補強：697m
離岸堤：300m
（100m×3基）

[西長島地区]
堤防補強：464m
地盤改良：192m

【社会的状況の変化】

各地区とも防護区
域は、依然として人
家が密集しており、
防護の必要性に変化
はありません。
昨今、東南海、南

海地震発生が危惧さ
れ、津波による甚大
な被害が想定される
中、護岸、堤防の補
強改良の必要性及び
その機運は一層高
まってきています。

7,139

③

【全体事業概要】

[中ノ島地区]
護岸補強：1,180m

[呼崎名倉地区]
堤防補強：1,030m
離岸堤：600m
（100m×6基）

[西長島地区]
堤防補強：743m
地盤改良：192m
防潮扉動力化：2基

【事業目的】
当海岸の護岸・堤防は、
昭和28年の13号台風や昭
和34年の伊勢湾台風によ
る災害後築造されたもの
であり、老朽化が著し
く、台風時などには、堤
防を越流した波が背後地
の道路や家屋に砂までも
巻き上げ降り注ぐといっ
た被害が生じています。
当該事業は、護岸、堤防
の補強・改良を行うこと
により、波浪や高潮等に
よる災害を防除し、堤防
背後の生命と財産を守こ
とを目的としている。
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対
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6,000 57.8%

H25 － －

効率的・効果的に耐震対
策を実施するため、耐震対
策の優先度を反映させた海
岸整備アクションプログラム
の改定を行う予定であり、
改定した海岸整備アクショ
ンプログラムに基づき、耐
震対策を実施していく予定
です。

海岸事業は事業規模が
大きく、事業期間が長期に
なります。そのため、当初
計画をそのまま継続してい
く場合、事業効果が適切に
反映されない可能性があり
ます。そこで、定期的に事
業の効果を検証し、今後の
計画にその効果を適切に
反映させることで、コスト縮
減を図りつつ、早期に事業
効果が発揮できるよう事業
を推進していくこととしま
す。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

【整備済み内容】

離岸堤（潜堤）：390m

【次年度以降の内容】

離岸堤（潜堤）：190m

【社会的状況の変化】

背後地には依然と
して人家や公共施設
が集積しており、防
護の必要性に変化は
ありません。
本海岸を含む熊野

古道の世界遺産登録
により、海浜保全の
目的が加わり、本事
業の必要性は一層高
くなってきていま
す。

【費用対効果分析】

B/C＝3.1

【コスト縮減】

木本港海岸近隣のブ
ロック製作ヤード所有者
と調整を行い『えい航距
離』の削減を図っていま
す。

【代替案】

近年の海岸整備におい
ては高波浪を強制的に砕
波させる工法を組み合わ
せる面的防護が最適とさ
れている。離岸堤によっ
て海浜安定効果が期待で
き、また、景観に配慮す
る必要があることから、
本海岸について代替案は
考えられず、現在の進捗
状況及びその効果からみ
て、現計画で進めること
が妥当であると判断して
います。

【今後の見通し】

今後も厳しい財
政状況になると予
想されますが、引
き続き事業の進捗
を図り平成25年度
の完成を目指しま
す。

③

【全体事業概要】
離岸堤（潜堤）：580m
（200m×1基，190m×2基）

6,000 57.8%

〜
【事業目的】
当海岸は台風等の暴風時
に汀線付近で破砕が起
り、破砕した高波が砂利
を巻き込んだまま打ち上
がり、強風と相まって防
潮堤背後の国道42号に越
波する状況となっていま
す。
このため、離岸堤(潜堤)
の整備により波浪や高潮
等による災害を防除し、
堤防背後の生命・財産を
守ることを目的としてい
る。
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対
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603 42%

H21 2,762 100%

関係者の方々と安全・適
正な利用に関する調査及び
意見交換を行い、本事業に
反映させていきます。

平成2１年度末の完
成供用に向けて事
業を推進してまいり
ます。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。ただし、歩道の安全・適正
な利用に関する調査を行い、
本事業に反映することを希望
するものである。

3,365 90%

道路工 245m
用地買収 9,880㎡
建物補償 46戸

Ｈ１８．９月に用地買収
及び建物補償全ての契
約が完了しました。

旧久居市は平成18年
１月に津市と合併し、
相川小戸木橋線は市
町村合併支援道路と
して位置づけられてい
ます。
平成１０年には近鉄久
居駅の再開発ビル「ポ
ルタひさい」が全面
オープンし、これに併
せてポルタひさい前の
当街路事業区間に隣
接する街路が整備さ
れました。

【費用便益分析】
B/C=2.1
【コスト縮減】
①舗装工においてリサイク
ル材の活用により工事費の
約2%（6.3百万円）のコスト縮
減を図ります。
②歩道下に埋設する上水
道・下水道（津市施工）とも
工程調整し、同調施工する
ことで、上下水道工事による
舗装の掘り返し等を防ぎま
す。

【代替案の検討】
都市計画道路であり、用地
契約も100%完了していること
から、本路線の代替案は無
いものと判断します。

〜
【事業目的】
旧久居市を南北に縦断する
都市計画道路を整備するこ
とにより、都市内交通の円
滑化,安全安心な道路環境
の形成及び良好な都市景観
の形成を図る。

②

【全体事業概要】
道路工 504m
舗装工 504m
用地買収 9,880㎡
建物補償 46戸
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対
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2,182 86%

H26 876 100%
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【全体事業概要】
全体事業費 30.58億円
計画延長 L=3,380m
・築堤  L=  3,380m
・護岸  L=  1,300m

・掘削  V=209,680m3

・橋梁   12基
・井堰    2基
・落差工 3基

3,058 90%

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

今後、河川事業の費用対
効果分析にあたって想定氾
濫区域等シミュレーションを
行う場合は、マニュアルを
踏まえつつ各河川の地域
特性及び実情を十分考慮し
て行っていきます。

〜
【事業目的】
氾濫による家屋や事業
所、水田の浸水被害を防
止するため、川を拡げ、
護岸等を整備する河川改
修事業を実施しておりま
す。

【実施事業内容】
・築堤 L=  3,032m
・護岸 L=  1,166m

・掘削 V=188,083m3

・橋梁   12基
・井堰   2基
・落差工  3基

【以降実施内容】
・築堤 L=  348m
・護岸 L=  134m
・掘削 V=21,597m3

①宅地開発による流
域内の資産が増加
②財政状況の変化

B/C  = 24.1
現地発生土の有効利用、
施工方法の見直しによる
コスト縮減に努めるま
す。

厳しい財政状況で
あるものの、随
時、改修をすすめ
治水安全度の向上
を図ります。

①
継
続

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対
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針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向
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2,116 47.4%

H32 276 27.2%
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③

【全体事業概要】
全体事業費 23.92億円
計画延長 L=2,900m
・築堤 L=3,868m

・掘削 V=786,800m
3

・護岸 L=3,441m
・樋門・樋管 1基
・根継工 L=900m
・橋梁 2橋
・取付道路 L=880m

2,392 450%

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。
（総括意見）河川事業につい
て、想定氾濫区域等シミュレー
ションを行う場合は、マニュア
ルを踏まえつつ、地域の特性
ならびに実情にあわせたものと
されたい。

今後、河川事業の費用対
効果分析にあたって想定氾
濫区域等シミュレーションを
行う場合は、マニュアルを
踏まえつつ各河川の地域
特性及び実情を十分考慮し
て行っていきます。

〜
【事業目的】
氾濫による家屋や事業
所、水田の浸水被害を防
止するため、川を掘り下
げ、護岸等を整備する河
川改修事業を実施してお
ります。

【実施事業内容】
・築堤 L=50m
・掘削V=17,454m3
・護岸L=1,272m
・樋門・樋管 1基
・根継工 L=184m
・橋梁 1橋

【以降実施内容】
・築堤 L=3,818m
・掘削V=769,346m3
・護岸L=2,169m
・根継工 L=716m
・橋梁 1橋

①H16の台風21号に
より、甚大な被害が
発生したことから周
辺住民の危機管理意
識が高く、河川の早
期改修を強く望んで
いる。
②財政状況の変化

B/C=30.39
現地発生土の有効活用を
行い、コスト縮減に努め
ます。

厳しい財政状況で
あるものの、随
時、改修をすすめ
治水安全度の向上
を図ります。

①
継
続

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

H9

-
 1

6
 -

89,000 6.6%

H55 4,000 2.6%

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

①
継
続

施設の整備にあたり、コス
ト縮減を目的とした工法を
積極的に取り入れると共
に、リサイクル材等の有効
活用を行っていきます。

また、整備地区につきまし
ても、整備効果を踏まえつ
つ、段階的な整備を行って
いきます。

〜

【整備面積】
 H17年度末
      ：約297ha
H18年度以降
      ：約2,867ha

【全体計画の見直し】
上位計画である、「中
勢沿岸流域下水道
（志登茂川処理区）」と
の整合を図り、平成１
５年度に見直しを行っ
ている。

【費用対効果分析結果】
B/C=1.33
【コスト縮減】
「三重県公共工事コスト縮減
に関する第３次行動計画」に
基づき、更なるコスト縮減に
努めたい。
（具体的事例）
・管渠の計画（埋設深、最小
管径）
・公共ますの設置基準（形
状）
・再生材の活用（砕石、アス
ファルト合材）
【代替案の検討】
本処理区の下水道計画区
域については、「三重県生活
排水処理アクションプログラ
ム」において、下水道以外の
生活排水処理手法である農
業集落排水等の集合処理
手法や合併浄化槽等の個
別処理手法に対して、経済
比較や地域の地形条件、集
落の形

今後も鋭意事業の
進捗を図り、平成５
５年度に整備完了
予定である。

②

【全体事業概要】
計画区域面積

：3,163.7ha
計画処理人口

  ：99,900人
計画汚水量
  ：79,600m3/日最大

93,000 6.5%

【事業目的】
三重県の流域下水道整備と
整合を図り、公共用水域の
水質保全と生活環境の改善
に資するものである。
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全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

H1

-
 1

7
 -

17,700 56.3%

H58 1,300 61.7%

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

①
継
続

アクションプログラムの活
用により事業効率に配慮
し、コスト縮減を積極的に実
施することにより、本事業を
効率的・効果的に推進して
まいります。

〜

【整備面積】
平成１７年度末：263.6ha
平成１８年度以降：
461.7ha

【全体計画】
上位計画である「北勢
沿岸流域下水道（南
部処理区）」との整合
を図り、平成１7年度に
四日市市生活排水処
理アクションプログラ
ムの策定見直しを行っ
ている。

【費用対効果分析】
Ｂ／Ｃ＝1.46

【コスト縮減】
「三重県公共工事コスト縮減
に関する第３次行動計画」に
基づき、更なるコスト縮減に
努めたい。
（具体的事例）
・管渠の最小管径の見直し
・マンホール間距離を見直し
マンホール数を減らした
・再生材の活用
・最小土被りの見直し
・管基礎の見直し

【代替案】
本処理区の下水道計画区

域については、「三重県生活
排水処理アクションプログラ
ム」において、下水道以外の
生活排水処理手法である農
業集落排水等の集合処理
手法や合併浄化槽等の個
別処理手法に対して、経済
比較や

単独公共下水道
区域、流域関連（北
部処理区）と共に、
アクションプログラ
ムを基準として、事
業効率に配慮しな
がら鋭意事業の進
捗を図り、市街化区
域については平成３
９年度に、その他の
計画区域について
は平成５８年度に整
備完了予定である。

③

【全体事業概要】
計画区域面積 ：725.3 ha
計画処理人口 ：22,400人
計画汚水量  ：13,157m3/
日最大

19,000 56.6%

【事業目的】
三重県の流域下水道整備と
整合を図り、公共用水域の
水質保全と生活環境の改善
に資するものである。
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事

業
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番

号

箇

所

名

市

町

名

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

S63

-
 1

8
 -

139,900 40.0%

H50 12,100 49.2%

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

①
継
続

常に全体計画及び全体事
業費を的確に把握するとと
もに、コスト縮減や代替案
の可能性に配慮し、最新技
術の動向の把握や知見の
収集に努め、事業の早期完
成を目指すこととします。

〜

【整備面積】
平成１７年度末：
1,383.0ha
平成１８年度以降：
3,317ha

【全体計画】
上位計画である「北勢
沿岸流域下水道（南
部処理区）」との整合
を図り、平成１7年度に
見直しを行っている。

【費用対効果分析】
Ｂ／Ｃ＝1.35

【コスト縮減】
「三重県公共工事コスト縮減
に関する第３次行動計画」に
基づき、更なるコスト縮減に
努めたい。
（具体的事例）
・管渠の最小管径の見直し
（φ200mm→φ150mm）
・マンホ－ル管距離の見直
し
・再生材の活用

【代替案】
本処理区の下水道計画区

域については、「三重県生活
排水処理アクションプログラ
ム」において、下水道以外の
生活排水処理手法である農
業集落排水等の集合処理
手法や合併浄化槽等の個
別処理手法に対して、経済
比較や地域の地形条件、集
落の形成状況、

流域下水道事業
の進捗に合わせ，
費用対効果の高い
区域を中心に事業
を鋭意推進し，平成
50年度に整備完了
予定である。

③

【全体事業概要】
計画区域面積 ：4,700.0ha
計画処理人口 ：167,400人
計画汚水量  ：97,264m3/
日最大

152,000 40.7%

【事業目的】
三重県の流域下水道整備と
整合を図り、公共用水域の
水質保全と生活環境の改善
に資するものである。
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事

業
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番
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所
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町

名

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

H6

-
 1

9
 -

35,600 24.7%

H37 1,400 35.6%

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

①
継
続

さらなるコスト縮減に努
め、上位事業である北勢沿
岸流域下水道と事業調整を
図りながら計画的に整備を
推進し、普及率の向上によ
りまして公共用水域の水質
保全と生活環境の改善の
向上につとめていく方針で
ございます。

〜

【整備面積】
平成１７年度末：418.0ha
平成１８年度以降：
1,467ha

【全体計画】
上位計画である「北勢
沿岸流域下水道（南
部処理区）」「新市まち
づくり計画」等との整
合を図り、平成１7年
度に見直しを行ってい
る。

【費用対効果分析】
Ｂ／Ｃ＝1.61

【コスト縮減】
「三重県公共工事コスト縮減
に関する第３次行動計画」に
基づき、更なるコスト縮減に
努めたい。
（具体的事例）
・管渠の最小管径の見直し
（φ200mm→φ150mm）
・汚水枡の口径の見直し
（30cm→20cm）
・再生材の活用

【代替案】
本処理区の下水道計画区

域については、「三重県生活
排水処理アクションプログラ
ム」において、下水道以外の
生活排水処理手法である農
業集落排水等の集合処理
手法や合併浄化槽等の個
別処理手法に対して、経済
比較や地域の地形条件

事業の進捗を図
り、平成３７年度に
整備完了予定であ
る。

②

【全体事業概要】
計画区域面積 ：1,885.0ha
計画処理人口 ：39,500人
計画汚水量  ：24,108m3/
日最大

37,000 25.1%

【事業目的】
三重県の流域下水道整備と
整合を図り、公共用水域の
水質保全と生活環境の改善
に資するものである。
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率
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全体事業概要と目的

事業進捗状況
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状況等の動向

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

H9

-
 2

0
 -

4,157 45.6%

H22 211 84.4%
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【全体事業概要】
集水面積

：144ha
計画降雨強度

：57mm/hr
管路延長
     ：1,678ｍ
ポンプ場
     ：既設 132m3/分
 ：新設 365m3/分
用地
     ：ポンプ場  5,410㎡
     ：管路布設 3,530㎡

4,368 47.5%

【事業目的】
浸水被害（家屋等被害、国
道２３号の交通途絶被害並
びに救急病院への進入不
可被害等）の解消

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

①
継
続

今後とも、コスト縮減を目
的とした工法等を取り入れ
ると共に、リサイクル材等の
有効活用を行い、事業費の
削減を図り、事業の早期完
了に向けて努めていきま
す。

〜

H17年度末
 管路延長
   ：514m
 ポンプ場
   ：既設 132m3/分

 ：新設 130m3/分
 用地
 ：ポンプ場 5,410㎡
   ：管路布設 2,460㎡

H18年度以降
 管路延長

 ：1,164m
 ポンプ場
   ：新設 235m3/分
 用地

：管路布設 1,070㎡

【全体計画の見直し】
計画策定以降、大幅
な見直しは行なってい
ない。
【周辺環境の変化】
事業に影響を及ぼす
ような変化や事業に伴
う変化は生じていな
い。

【費用対効果分析】
Ｂ／Ｃ＝1.17
【コスト縮減】
「三重県公共工事コスト縮減
に関する第3次行動計画」に
従いコスト縮減施策を取り入
れ、事業費の削減を図って
いる。
（具体的事例）
ポンプ場及び管路築造工事
における流用土による埋め
戻し並びに長距離推進工事
の採用
【代替案の検討】
地形的にポンプ排水が必要
であり、市街化区域内にポ
ンプ場の適地がないことか
ら、現計画内容が妥当であ
ると判断している。

平成9年度に事業着
手し、現時点での進
捗率は47.5％となっ
ています。
平成22年度には事
業を完了する予定
です。

②

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率
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状況等の動向

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対
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方
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平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）
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 -

1,199 39%

H30 285 47%
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①事業費の増加
②国庫補助金の減
少、市の財政状況が
近年厳しくなってい
る。
③事業期間の延長
④流域内では流通施
設や各種工場のほ
か、住宅も年々増加
している。
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【全体事業概要】
全体事業費 14.83億円
計画延長 L=945m
築堤 1,600m

掘削 33,200ｍ3

護岸 1,766m
床固工 1箇所
道路橋 4橋
樋門 2基
堰 1基

用地買収 9,300m2

物件補償 1式

【実施事業内容】

・掘削 3,000ｍ3

・護岸 190m
・樋門 1基

・用地買収 4,341m2

【以降実施内容】
・築堤 1,600m

・掘削 30,200ｍ3

・護岸   1,576m
・床固工  1箇所
・道路橋  4橋
・樋門     1基
・堰        1基

・用地買収 4,959m2

・物件補償 1式

1,483 41%

〜
【事業目的】
氾濫による家屋や事業
所、水田の浸水被害を防
止するため、川を拡げ、
護岸等を整備する河川改
修事業を実施しておりま
す。

事業継続の妥当性が認めら
れたことから事業継続を了
承する。ただし、防潮樋門
については、適切な運用に
努められたい。

①
継
続

北長太川防潮樋門の運
用につきましては、管理人
および市担当職員が不在
の場合など、あらゆる事態
を今一度洗い出し、地元自
治会や管理人とも協議し
て、これらの事態に対応で
きるよう早急に検討してま
いります。

今後、公共事業間の連携
に努め可能な限り全体構想
を図って、治水対策を努め
ていく所存です。

B/C==4.10
現地発生土の有効利用や
施設の見直し等、更なる
コスト縮減に努めます。

厳しい財政状況で
あるものの、随
時、改修をすすめ
治水安全度の向上
を図ります。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）
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74037%
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③
【事業目的】
氾濫による家屋や事業
所、水田の浸水被害を防
止するため、川を拡げ、
護岸等を整備する河川改
修事業を実施しておりま
す。

【全体事業概要】
全体事業費 11.09億円
計画延長 L=940m
築堤  960m
掘削  14,400m3
護岸  928m
道路橋  7橋
樋門  2箇所
堰  1基
用地買収  24,600m2
物件補償  1式

〜

【実施事業内容】

・築堤 260m
・掘削 5,375m3

・護岸 252m
・道路橋 2橋
・堰 1基

・用地買収 14,364m2

【以降実施内容】
・築堤 700m
・掘削 9,025m3
・護岸 676m
・道路橋 5橋
・樋門 2箇所
・用地買収 10,236m2
・物件補償 1式

①事業費の増加
②国庫補助金の減
少、市の財政状況が
近年厳しくなってい
る。
③事業期間の延長
④宅地開発が進んで
いる。

B/C=2.52
現地発生土の有効利用や
施設の見直し等、更なる
コスト縮減に努めます。

1,109 42%

厳しい財政状況で
あるものの、随
時、改修をすすめ
治水安全度の向上
を図ります。

事業継続の妥当性が認めら
れたことから事業継続を了
承する。ただし、下流堀切
川において近鉄橋梁への影
響が懸念されることから、
適切な措置を講じられた
い。

①
継
続

下流堀切川における近鉄
橋梁への影響がないよう
に、今後におきましても、関
係部局と調整を図り、出来
る限り流域内における流出
抑制に努めてまいります。

今後、公共事業間の連携
に努め可能な限り全体構想
を図って、治水対策を努め
ていく所存です。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）
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H4

-
 2

3
 -

732 37.9%

H23 1,371 91.0%

①平成4年度に事業
着手し、H18での進
捗率は72.5%となり
ます。
②平成23年度に全
体事業を完了する
見込みです。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。ただし、整備計画内容及び
整備後の維持管理について
は、周辺住民と十分協議し、そ
の運用に当たることを期待す
る。

①
継
続

整備計画や維持管理につ
きましては、周辺住民と十
分協議し、住民参加の公園
づくりを図っていきたいと考
えています。

今後の事業推進につきま
しても、地域住民への整備
内容の説明や協議を行うこ
とにより、地域住民に密着
した公園の整備を行い、整
備後の維持管理においても
住民参画や住民との協働
による公園づくりに努めて
いきます。

72.5%

面積 ６．３ ha
施設
・エントランスエリア

駐車場、集会所
・水辺エリア

広場、ベンチ
水辺の鳥解説板

【事業期間の変更】
①厳しい財政状況の
中で、自然林の保護、
急激な宅地開発によ
る人口増への対応、
野鳥と人との共生を図
るため等の理由で基
本設計の変更が必
要。
②市町村合併の調整
作業が始まり、全体設
計の変更を延期。
③事業計画の見直し
を行い、自然環境の
保全と利用面の観点
から目的の明確化と
具体化を図った。

費用便益比
B/C= 1.32

コスト縮減の可能性
①舗装工の路盤材に再生砕
石を使用
②樹木の選定に市場性、経
済性を優先

代替案の検討
自然環境の保全や共生に

ついて目的を明確化し、自
然環境の保全について区域
を細分化することで整備区
域を限定し、事業費の縮減
や工期の短縮などを図り、
事業の進捗に努める

③

【全体事業概要】
面積 ９．９ ha
施設
・エントランスエリア

駐車場、集会所
・水辺エリア

広場、ベンチ
水辺の鳥解説板

・サブエントランスエリア
公園案内板、休憩施設

・山野エリア
広場、休憩施設、
駐輪場、
緩衝帯（植栽）

・山裾エリア
広場、修景施設、
駐車場
緩衝帯（植栽）

・中腹エリア
駐車場、駐輪場、
広場、トイレ

2,103

【事業目的】
①当該箇所は、市街地に残
された数少ない自然林であ
り、市内有数の渡り鳥の飛
来地であることから、岩田池
周辺の環境を保全、保護す
るとともに、野鳥の生態を考
慮した自然観察公園として
整備する。
②現在の自然環境の保全と
共に野鳥の観察等が出来る
公園整備を行い、多くの
人々が豊かな自然に親しむ
ことができる環境を創る。
③子供から大人まで自然に
触れ、自然を学ぶことによ
り、更に大きなかたちでの自
然と人との関係を築いてゆく
拠点づくりをすすめる。

〜
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）
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H9

-
 2

4
 -

3,406 44.4%

H26 1,677 100.0%

①平成18年度に用
地買収が完了する
ことから、当面、芝
生広場、記念の森、
エントランス、園路、
駐車場の整備を行
いたい。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

①
継
続

２期工事の芝生広場の整
備に伴い現在の供用区域
内の広場へ、木陰等を増や
していきたいと考えておりま
す。

63.3%

面積 ６．３ｈａ
施設
・調整池（修景）

池
噴水

・芝生広場
芝
ｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝ遊具

・園 路
・駐車場

【社会環境の変化】
平成１８年１月１日に

２市８町村による合併
を行いまして、人口並
びに市域も拡大いたし
ましたが、当該公園の
計画と競合する施設も
すくないことから、当初
計画の整備を行いた
い。

費用便益比
B/C= 4.64

コスト縮減の可能性
①駐車場や園路などの舗装
における再生材の使用。
②施設規模の見直し。
③地元自治会等への清掃
業務委託による維持管理費
の縮減

代替案の検討
維持管理費方法を考慮し

た芝生広場の整備

②

【全体事業概要】
面積 ２８．３ｈａ
施設
・調整池（修景）
・芝生広場
・緑地帯
・園路
・自然観察園
・記念の森
・せせらぎ（水路）
・植物園
・花木園
・デイキャンプ場
・駐車場
・エントランス
・管理塔
・ヘリポート

5,083

【事業目的】
①中勢北部サイエンスシ
ティ構想のもと、近隣の住人
だけでなく広域的な人々の
スポーツレクリエーション拠
点の整備。
②周辺の自然環境を生か
し、来園者が自然と触れ合
うことにより、自然の大切さ
を学ぶことの出来る場所の
整備。

〜
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）
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H4

-
 2

5
 -

8,030 46.0%

H26 3,780 76.0%

①平成4年度から工
事に着手しました
が、平成17年度末
現在、事業費ベー
スで56％が完了し
てます。
②平成18年度以降
は、第２工区である
サッカー場・疎林広
場を中心に整備して
いきます。
③平成26年度に全
整備の完了を目指
しています。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

①
継
続

事業実施にあたっては、
以下の５点を配慮し整備を
行っていく。

「防犯面・安全面の配慮」
については、樹木の本数を
減らした疎林広場を整備す
ることにより、見通しを確保
しつつ周辺の自然環境との
調和を図っていきます。

「すべての人の利用への
対応」については、緑豊か
な自然環境のなかでウォー
キングが可能なルートを考
慮し、年齢や体力に応じて
選択性のあるルートを整備
していく。

「緩衝緑地帯の設置」につ
いては、公園外周の植栽
帯・疎林広場により緩衝帯
としての機能を確保する。

「住民参画・協働」につい
ては、市が進めております
アダプトプログラムによる日
常維持管理への住民の参
加や疎林広場に記念植樹
ゾーンを設置し、公園整備
における住民参加・協働意
識の向上を進めていく。

「自然環境の保全」につい
ては、現況樹林地内を活用
して市民の健康維持・増進
に寄与するウォーキング
ルートを整備していく。

また、事業実施にあたっ
ては、「三重県ユニバーサ
ルデザインのまちづくり施
設整備マニュアル」に基づ
き整備を行っていく。

桑名市地域防災計画の
基本計画に基づき、震災に
強いまちづくりとして、災害
時の指定避難場所とし、ま
た、防災拠点として桑名市
総合運動公園の位置付け
を行なっていくとともに、地
域住民と連携し防災施設の
充実を行なっていきたい。

56.0%

テニスコート（H7)
クラブハウス（H7)
多目的運動広場(H15）
デイキャンプ場（H17）
グラウンドゴルフ場
（H17）

【全体計画の変更】
平成16年12月の1市2
町の合併により新桑
名市となり、全市的な
運動施設の配置状況
を整理した結果、専用
野球場と多目的運動
広場を有する「アイリ
スパーク」が本公園に
近接する状況になって
おり、第２工区の野球
場の計画を見直しを
行なう。

費用便益比
B/C= 1.21

コスト縮減の可能性
①日常的な維持管理をアダ
プトプログラムにより市民と
の協働を図る
②疎林広場を市民の記念植
栽ゾーンに位置付けし、植
栽植え付け費用のコスト縮
減を図る。
③大幼苗植栽を用いた緑化
による植栽工事費の低減、
地力の増進と植物の生育を
促進する肥料木の導入
代替案の検討

事業手法、規模見直し等
の代替案の可能性はなく、
見直し計画で進めることが
妥当であると判断している。

③

【全体事業概要】
テニスコート
クラブハウス
多目的運動広場
デイキャンプ場
グラウンドゴルフ場
疎林広場
サッカー場
体育館・プール
園路・広場

11,810

【事業目的】
「緑の中のスポーツレクリ
エーション」
緑豊かな自然環境を活か
し、子供から高齢者までが、
生涯スポーツの実践の場と
しての多様な利用ができる
公園づくりを目指す。

〜
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）
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平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

H9

-
 2

6
 -

1,430 71.0%

H19 - -

事業継続の妥当性が認められ
たため、事業継続を了承する。
ただし、開発地区内での雨水
対策は不可欠なものである。
今後、開発事業については、
適切に計上されたい。

①
継
続

既成市街地における下水
道事業（雨水）につきまして
は、市民の生命、財産を守
り、安心ある街づくりのため
に、浸水被害解消を目的と
して、財政的にも有利な方
法を検討しながら引き続き
事業に取り組んで参りたい
と考えています。

新市街地等の開発事業に
よる下水道事業につきまし
ては、開発事業者が官民問
わず、基本的には事業者に
おいて整備を進めて参りま
すが、本市主体の開発事業
で、下水道事業国庫補助金
の採択用件に該当する事
業につきましては、市財政
軽減を図るために、補助金
の採択を受け、開発地区内
の浸水防除はもとより下流
地区の既成市街地を守るた
め、引き続き事業に取り組
んで参りたいと考えていま
す。

〜

H17年度末
 管路延長

：9,445ｍ
 調整池

：352,600m3（2箇所）

H18年度以降
 管路延長

：1,171ｍ
 調整池

：40,100m3（1箇所）

【全体計画の変更】
平成9年度に事業計

画策定以降、見直しは
行っていない。

【周辺環境の変化】
事業に影響を及ぼす

ような変化や、事業に
伴う変化は生じていな
い。

費用便益比
B／C＝1.39
【コスト縮減】
「三重県公共工事コスト縮減
に関する第3次行動計画」に
従いコスト縮減施策を取り入
れ、事業費の削減を図って
いる。
（具体的事例）
・管渠の計画（管材料等）
・造成工事や道路工事と調
整した雨水管布設に伴う仮
設工や舗装復旧工の費用
軽減
【代替案の検討】

事業着手後、鋭意事業を
進めており、現状での代替
案がないことから、現計画内
容が妥当であると判断して
いる。

平成9年度に事業
採択された後、現時
点での進捗率は、
90％となっていま
す。

平成19年度には
事業が完了する。

②

【全体事業概要】
サイエンス排水区
集水面積

：169ha
計画降雨強度

：57mm/hr
管路延長

：10,616m
調整池容量

：392,700m3(3箇所）

1,430 71.0%

【事業目的】
新市街地である、中勢北部
サイエンスシティの雨水を速
やかに排除し、浸水の防除
を行う。
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

平成１８年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

H1

-
 2

7
 -

49,208 20.8%

H37 - -

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。なお、本事業は長期にわた
るため、定期的に事業効果の
検証を行い、必要ならば今後
の事業に反映するよう希望す
るものである。

①
継
続

概ね５～７年ごとに行う事
業計画変更認可取得に際
しては、事業計画について
吟味するとともに、財政計
画についても検討していま
す。その際に事業効果の検
証を行い、事業に反映して
いきたいと考えています。

〜

【幹線水路整備】
平成17年度末：1,680m
平成18年度以降：
5,900m

【ポンプ場】
平成17年度末：3箇所
（能力：840m3/分）
平成18年度以降：2箇所
（能力：3,285m3/分）

本事業区域は、降雨
に伴う浸水被害を幾
度となく経験しており、
現在では総合的な治
水対策を進めている。

【費用対効果分析】
B/C = 1.54

【コスト縮減】
「三重県公共工事コスト縮減
に関する第3次行動計画」に
基づき、更なるコスト縮減に
努めたい。
（具体事例）
・ポンプ場の経済的で円滑
な排水運転を目指した小降
雨対応ポンプの整備や台数
分割による効率的整備を実
施している。
・幹線水路整備の進捗に合
わせた段階的整備を行う。
・ポンプ場の集中管理、外部
委託化を実施している。
・現場条件の制限を受ける
中で、より経済的で効果の
早期発現が可能な幹線ルー
トを選定する。

【代替案】
代替の適用が困難なことか
ら現状の

他の排水区につい
ても住民ニーズが
高いことから、ポン
プ場及び幹線管渠
の整備に着手し、速
やかに整備完了を
目指すものとする。

②

【全体事業概要】
磯津第一排水区、磯津第二
排水区、河原田排水区

排水区域面積：462.3ha
計画降雨強度：75.1mm/h
幹線水路延長：7,580m
ポンプ場：5箇所
（ポンプ能力：4,125m3/分）

49,208 20.8%

【事業目的】
市街地の浸水被害の防除
軽減
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注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

-
 2

8
 -

【全体事業概要】
区画整理面積 ： 116.5 ha
暗渠排水工  ： 5.7 ha
集落排水路   ： 987m
集落道路  ： 676．5m
集落防災施設 ： 9箇所
農村公園  ： 1式

H11 2,937

【事業目的】
計画地域の農業生産は米を
基幹作物とし、小麦・キャベ
ツ・いちご・いちじく等の栽培
を行っています。本事業にお
いて、高生産性農業の実
現、農業を担う経営体の育
成、そして、農業・農村の健
全な発展に寄与することを目
的とし、農業の生産基盤であ
る耕地の大区画化、用排水
路と農道の整備、換地による
耕地の集団化を実施しま
す。

H12 2,893

委員会意見概要 事業方針概要

事後評価の妥当性が認
められたことから課題に
対する対応方針を了承
する。

営農組合等の経営体
に農地を集積させるに
は、経営体の経営状況
を安定させることが重要
であることから、経理の
一元化や借入金が可能
な法人化を進めるよう、
指導・助言を行います。

獣害対策については、
地域で一体的な対策を
検討する必要があるた
め、集落で話し合いを進
めていただくよう、指導・
助言を行います。

農業用施設の維持管
理については、農家を中
心として、非農家も含め
た対応を行い、さらに農
村環境を向上させるよ
う、指導・助言を行いま
す。

農地や農業用施設は、
農業者の生産基盤であ
るとともに、食料の安定
供給、国土保全や自然
環境の保全など農業の
有する多面的機能の発
揮に不可欠な社会共通
資本であります。
そのため、今後は農家
だけでなく非農家の方々
も含めた活動組織によ
り、農地やこれら施設が
適正に管理できるような
体制を整備するよう推進
していきます。

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配慮
及び事業による環境の

変化

事業を巡る社会経済情
勢等の変化

平成１８年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択
年度
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① 工期の長期化
平成１３年度より、コスト
意識を持ち短期間で事
業を実施する等の時間
管理の徹底を通じて事
業の効率性・透明性を図
ることから、標準工期の
設定し事業を進めてお
り、１３年度以降に採択
された、一般農道整備事
業については、６カ年で
整備する事業計画として
います。

② 一般車両の流入
本農道への一般車両

の流入が多く、早期に路
面補修が必要となるなど
影響が出ている状況と
なっているため、適切に
維持・管理されるよう支
援してまいります。

また、農道の事業計画
の策定時には、流入す
る一般交通を適切に評
価するため、周

H3

＊事業目的の達成状況
の評価

本地区の計画交通量
は、９４８台／日ですが、
平成１８年９月８日に実
施した交通量調査では、
四日市側で１，９７８台、
菰野側で２，５４０台の通
行が確認されています。

＊費用対効果分析
計画の投資効率

１．１３
現在の投資効率

１．２２

＊環境面への配慮
河川側の竹林を残し、水
田側法面を極力植生とし
ており、動植物の生息に
適したものとなっていま
す。

＊事業実施中に配慮し
た事項
工事中の濁水の流出に
より周辺環境に与える影
響を考慮し、工事は雨期
を避けて実施しました。

＊環境の変化
事業の実施による環境
への影響は、ほとんど無
いと考えています。

＊計画時と現在の社会
状況の変化
西村集落の北に東山工
業団地が整備され、雇
用機会が増大していま
す。
また、県営北勢中央公
園も整備され、北勢地域
の憩いの場として多くの
県民に利用されていま
す。
朝明川左岸農道を、通
勤や休日のレジャーに
利用する機会が多くなっ
ています。

＊事業内容に応じた県
民の意見を収集（ｱﾝｹｰﾄ
調査等）

農道事業の効果につ
いては、地域住民の８
０％の方が、効果があっ
たと回答しています。

また、農業効果につい
ては、維持管理が容易
になった、出荷が容易に
なったとの回答を多く頂
いていますが、一般車両
の通行量が多すぎると
の意見も多数いただい
ています。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

委員会意見概要 事業方針概要
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町

名

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配慮
及び事業による環境の

変化

事業を巡る社会経済情
勢等の変化

平成１８年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択
年度

-
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9
 -

【全体事業概要】
農道整備 Ｌ＝４，０９１ｍ

新設L=3,000m
改良L=1,091m

H12 1,032

【事業目的】
朝明川の左岸に拡がる区域
は、道路網の整備水準は低
く、農産物流通の合理化を
図る上で障害となっていまし
た。

このため、流通経路の確保
を図るべく、当地区の基幹と
なる、四日市市側の県道菰
野東員線と菰野町側の広域
農道（ミルクロード）を結ぶ農
道を整備することにより、農
地の高度利用を促し、営農
出荷ルートの確保、輸送費
用の軽減など、流通体系の
合理化を図るとともに農業の
近代化に併せて生活の利便
性向上など農村環境の改善
を図ります。

H12 1,051

事後評価の妥当性が認
められたことから課題に
対する対応方針を了承
する。

本農道は、市町が管理
していることから、適切
に維持・管理されるよう
支援してまいります。

工期の長期化につい
ては、平成１３年度より、
コスト意識を持ち短期間
で事業を実施する等の
時間管理の徹底を通じ
て、事業の効率性・透明
性を図ることから、標準
工期を設定し事業を進
めており、事業効果の早
期発現を図ります。

また、計画交通量の算
定にあたっては、生活道
路としての利用が増えて
いるため、地域の道路網
や生活道路としての利
用形態を考慮して、客観
的な分析を行うことが必
要となることから、地域
の状況を十分調査したう
えで、分析手法の妥当
性を総合的に検討し、信
頼性の高い計画交通量
の算定を行います。

S62

○直接的効果
＊費用対効果分析
計画の投資効率＝1.13
現在の投資効率＝1.22

＊上記以外の効果
本農道には、１０００台／
日以上の一般車両が流
入し、大きな効果が発現
しています。また、朝明
川の管理用道路としても
利用され、河川管理の
軽減が図られています。

○間接的効果
ＪＡ三重四日市が運営す
る直売施設四季彩（しき
さい）へ、地域の農産物
を出荷しており、営農意
欲が向上しています。一

般
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業
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河川側の竹林を残し、水
田側の法面を極力植生
としており、地域住民を
対象としてアンケートの
結果でも、動物や植物
の生息が「変わらない」
と「増えた」、同様に地域
の景色は「変わらない」
と「良くなった」が多数を
占め、動植物の生息に
適したものとなっていま
す。
また、工事中の濁水の
流出により周辺環境に
与える影響を考慮し、工
事は雨期を避けて実施
しました。

近隣に東山公共団地、
県営北勢中央公園が整
備され、朝明川左岸農
道が通勤や休日のレ
ジャーに利用されていま
す。

地域住民を対象としてア
ンケートを実施し、８０％
の方が農道事業の効果
について、「効果があっ
た」と回答しています。ま
た、農業効果について
も、「維持管理が容易に
なった」、「出荷が容易に
なった」と回答をいただ
いていますが、「一般車
両の交通量が多すぎる」
との意見もいただいてい
ます。

①工期の長期化
本地区は、国庫補助事
業であるため、国の予算
状況により事業の進捗
が図られず、長期化した
ものです。
平成１３年度より、コスト
意識を持ち短期間で事
業を実施する等の時間
管理の徹底を通じて事
業の効率性・透明性を図
ることから、標準工期を
設定し事業を進めてお
り、一般農道事業におい
ては、６カ年で整備する
事業計画としています。
②一般車両の流入
一般車両の流入が多く、
早期に路面補修が必要
となるなどの影響が出て
おり、また、農道は農業
生産や物流、住民の生
活に不可欠なインフラで
あり、長寿命化によるラ
イフサイクルコ



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

委員会意見概要 事業方針概要
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県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配慮
及び事業による環境の

変化

事業を巡る社会経済情
勢等の変化

平成１８年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択
年度

-
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0
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【全体事業概要】
道路工 1,860m（幅員22m）
鉄道立体交差
（アンダーボックス） ３箇所
函渠工 270m

H11 13,540

【事業目的】
国道１号、国道２５８号を結
ぶ都市計画道路整備するこ
とにより、都市内交通の円滑
化、沿道利用の促進、地域
間交流の促進を図る。

H12 13,850

事後評価の妥当性が認
められたことから課題に
対する対応方針を了承
する。

国道１号との交差点に
ついては、現在の「直
進・右折併用車線」を「直
進車線」と「右折車線」に
分離し、既存の「左折車
線」と合わせた３車線と
することで方向別に交通
を分離させ、右折車両が
スムーズに交差点を通
過することができるよう、
区画線処理等の対策を
平成１８年度内に実施す
る予定です。

今後も引き続き、街路
事業のこれら多岐にわ
たる事業効果等を考慮
しつつ、事業箇所の重要
性、緊急性を勘案しなが
ら、「新道路整備戦略」
に沿って計画的な整備
を推進していきます。

S60

費用対効果
便益（B)＝435.69億円
費用（C)＝204.80億円
B/C＝2.1

当該路線の整備により、
桑名駅へのアクセス時
間短縮が可能となり、地
域間交流の促進が図ら
れ、当該路線沿道には
大山田団地や西桑名ネ
オポリスリサーチパーク
等が整備され、地域の
社会経済の発展に寄与
しています。
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路
事
業
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掘削（切土）法面の緑
化、トンネル上部を緑地
として利用するなど、周
辺の良好な住環境に配
慮しました。
また、道路舗装の材料
に再生材を利用し、リサ
イクルに取り組みまし
た。

桑名市は中京都市圏の
中心都市である名古屋
市から２５km圏域という
地理的優位性、公共交
通によるアクセスの良さ
を生かして西部丘陵地
の住宅開発が展開さ
れ、中京圏南部の優れ
た住宅都市として発展し
てきました。また、平成１
６年１２月に桑名市、多
度町、長島町の１市２町
が合併し、新桑名市が
誕生しました。

沿道住民、道路利用者
を対象に当該路線の満
足度調査のアンケートを
実施し、「目的地までの
時間が短縮できる」等理
由で約８２％の方が満足
に感じているという意見
をいただきました。一
方、「交通渋滞がある」
等の理由で約７％の方
が不満に感じているとい
う意見をいただきまし
た。

●県民の意見からの課
題と対応方針
県民の意見において多
かった「交通渋滞」につ
いて、当面の対策とし
て、該当する交差点の
右折専用レーンの確保
を実施する予定です。ま
た、長期的には国道１号
の４車線か（桑名東部拡
幅）に併せた交差点計画
の見直しにより渋滞が緩
和されるものと考えてい
ます。
●今後の事業に反映す
べき課題と対応方針
都市内において実施す
る街路事業は、都市の
基盤として「まちづくり」
に大きく寄与する重要な
役割を担っており、、交
通の円滑化のみではな
く、多岐に渡る事業効果
等を考慮しつつ、事業箇
所の重要性、緊急性を
勘



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

委員会意見概要 事業方針概要

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配慮
及び事業による環境の

変化

事業を巡る社会経済情
勢等の変化

平成１８年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択
年度

-
 3

1
 -

【全体事業概要】

老朽化した既存県営住宅の
建て替え

＜従前の住宅＞
昭和28～34年度建設
コンクリートブロック造5棟
2階建て
延べ面積2585.60㎡
管理戸数40戸
入居状況29戸

＜建替後の住宅＞
鉄筋コンクリート造2棟
1期8階建て，2期6階建て
延べ面積4865.36㎡
供給戸数70戸

H13 1,188

【事業目的】

①耐震対策
入居者の生命と財産を保

護するために構造上の安全
を確保する。
②住環境の向上

経年による設備等の劣化
など、劣悪な住環境を改善
する。
③地域景観への配慮

老朽化により周辺環境へ
悪影響を与えていたため、地
域景観の改善に寄与する。

以上の目的を達成するとと
もに住まいのセーフティー
ネットととしての公営住宅本
来の目的も果たす。

H13 1,183

事後評価の妥当性が認
められたことから課題に
対する対応方針を了承
する。ただし、高齢社会
を見据えて、ユニバーサ
ルデザインの視点を加
味した事後評価を行い、
今後の計画に反映され
たい。また、構造計算書
の再確認を早急に実施
されたい。

今後もユニバーサルデ
ザインを活用した住宅整
備事業を推進していきま
す。

当該建築物について
は、さらに発注元である
県土整備部住宅室が、
当時二重チェックを行っ
ておりますが、加えて現
在、県土整備部建築開
発室構造審査高度化担
当にて構造計算書の再
確認をすすめておりま
す。

今後、少子高齢化及び
情報化の進展、環境資
源問題、災害の防止な
どに対応していく必要性
があることから、引き続
き、公営住宅整備の既
設県営住宅の改善を
行っていくことにより、既
存ストックの有効活用を
図り、時代の要請に応じ
た住宅ストックを形成し
てまいります。

公
営
住
宅
整
備
事
業

504

県
営
住
宅
エ
ス
ペ
ラ
ン
ト
末
広

松
阪
市

・入居者の満足度

全ての項目で満足層
が過半数

総合評価もほぼ全員
が満足層

・市町等の意見

周辺地域の発展等に
対する貢献度に対して
評価

・当該事業の今後の改
善措置の必要性及び課
題

(今後の改善措置の必要
性）

入居者のアンケート結
果より特段な改善措置
は必要ないと認識

（課題）
昨今の環境問題の認

識の高まりをうけ、新技
術の導入についての検
討したい

H9

○福祉的効果
・需要の検証

募集倍率=9.6倍（1
期）,5.4倍(2期)
・高齢社会対応

車いす対応住戸の設
置
  全戸ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化

○安全確保
・共同施設等

二方向避難
歩者道分離設計

・防犯性、防火性
開放型片廊下形式
耐火建築物

○地域波及効果
・コミュニティの活性化

集会所の設置
児童遊園の設置

・人口の定住化
66世帯167人定住

・地域産業の振興
地域関連業者の
振興

○政策誘導効果
・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化推進

身障者住戸2戸供給
・居住水準の確保

全ての住戸

・自然環境への影響

資源の再利用
（再生砕石の使用）

可能な限りの植栽の設
置

・生活環境への影響

地域の活性化

地域景観の向上

まちづくりに貢献

・計画時点からの情勢の
変化

周辺に共同住宅や商
業施設等が建設



三重県公共事業評価審査委員会審査状況

（１） 公共事業再評価審査状況

１）平成１０年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 休止

6  6  0  6  0  
35  31  4  35  0  
4  4  0  4  0  
6  6  0  6  0  
12  3  9  12  0  
4  0  4  4  0  
26  4  22  26  0  
93  54  39  93  0  
3  3  0  0  3  
5  5  0  5  0  
8  8  0  5  3  
7  5  2  7  0  
2  2  0  2  0  
6  6  0  5  1  
3  3  0  3  0  
18  16  2  17  1  

合 計 119  78  41  115  4  

２）平成１１年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 休止

4  4  0  4  0  
2  1  1  2  0  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  
6  0  6  6  0  
14  7  7  14  0  
12  12  0  12  0  
2  2  0  2  0  
3  2  1  3  0  
1  0  1  1  0  
18  16  2  18  0  
10  0  10  10  0  
10  0  10  10  0  

合 計 42  23  19  42  0  
小計

林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計
水 道 事 業

下 水 道 事 業
小計

農業農村整備事業
治 山 事 業

道 路 事 業
土地区画整理事業
砂 防 事 業
海 岸 事 業

林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計

事業区分

建 設 省

農林水産省

厚 生 省

農林水産省

平成１０年度に設置された三重県公共事業再評価審査委員会は、平成１５年度に三重県
公共事業評価審査委員会に改名され三重県知事の諮問に応じて平成１０年度から平成１８
年度の９年間で、県事業２７１箇所、市町村等事業１４６箇所の審査を行っています。
なお、事業方針は、県事業にあっては三重県知事が、市町村等事業にあってはそれぞれ

の事業主体の長が委員会意見を最大限尊重して決定しています。

事業区分

道 路 事 業
河 川 事 業
砂 防 事 業
海 岸 事 業
都 市 公 園 事 業

農業農村整備事業
治 山 事 業

所管省庁

所管省庁

街 路 事 業
下 水 道 事 業

小計
港 湾 事 業
海 岸 事 業

小計

建 設 省

運 輸 省

- 32 -



３）平成１２年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

2  2  0  2  0  
8  6  2  6  2  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  
5  0  5  4  1  
18  11  7  15  3  
5  4  1  2  3  
5  4  1  2  3  
3  3  0  3  0  
1  1  0  1  0  
20  7  13  19  1  
24  11  13  23  1  

合 計 47  26  21  40  7  

※中止事業

；大村川生活貯水池［県事業］、桂畑生活貯水池［県事業］
；二木島港二木島地区［県事業］、的矢港畔蛸地区［県事業］
五ヶ所港船超地区［県事業］

；栃山木組線［県事業］
；五ヶ所湾漁港［県事業］
；尾鷲市公共下水道［市町村事業］

４）平成１３年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

2  2  0  2  0  
1  0  1  1  0  
2  2  0  1  1  
6  5  1  6  0  
4  3  1  4  0  
3  0  3  3  0  
2  0  2  2  0  
20  12  8  19  1  
7  7  0  6  1  
1  1  0  0  1  
8  8  0  6  2  

合 計 28  20  8  25  3  

※中止事業

；尾呂志地区［県事業］
；片川生活貯水池［県事業］
；国見能見坂線［県事業］

下 水 道 事 業

河 川 事 業

都 市 公 園 事 業

小計
林 道 開 設 事 業
農業農村整備事業

下 水 道 事 業

所管省庁 事業区分

農林水産省

小計

国土交通省

道 路 事 業
土地区画整理事業
河川総合開発事業

海 岸 事 業

河川総合開発事業

農林水産省

港 湾 事 業

林 道 開 設 事 業

農業農村整備事業
林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計

事業区分

小計
港 湾 事 業

建 設 省

運 輸 省

道 路 事 業
河 川 事 業
砂 防 事 業
海 岸 事 業
都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

小計

所管省庁

農地防災ダム事業
河川総合開発事業
林 道 開 設 事 業

漁 港 改 築 事 業

- 33 -



５）平成１４年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

1  1  0  0  1  
9  8  1  9  0  
7  5  2  7  0  
1  1  0  1  0  
1  0  1  1  0  
2  0  2  2  0  
21  15  6  20  1  
6  6  0  6  0  
3  3  0  3  0  
1  0  1  1  0  
10  9  1  10  0  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  

合 計 32  25  7  31  1  

※中止事業

；伊勢路川ダム［県事業］

６）平成１５年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

5  5  0  5  0  
9  8  1  9  0  
1  1  0  1  0  
5  5  0  5  0  
3  3  0  3  0  
7  2  5  7  0  
4  0  4  4  0  
34  24  10  34  0  
8  8  0  8  0  
4  4  0  4  0  
2  0  2  2  0  
14  12  2  14  0  
2  2  0  2  0  
2  2  0  2  0  

合 計 50  38  12  50  0  

下 水 道 事 業
小計

所管省庁 事業区分

河川総合開発事業
河 川 事 業
海 岸 事 業

農業農村整備事業
林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計

国土交通省

河川総合開発事業

所管省庁 事業区分

都 市 公 園 事 業

経済産業省
工業用水道事業

小計

街 路 事 業

農林水産省

国土交通省

道 路 事 業
河 川 事 業

海 岸 事 業

都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

港 湾 事 業

街 路 事 業

小計

厚生労働省
水 道 事 業

小計

農林水産省

農業農村整備事業
森 林 整 備 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計

- 34 -



７）平成１６年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

3  3  0  3  0  
2  0  2  2  0  
1  1  0  1  0  
2  0  2  2  0  
8  4  4  8  0  
7  7  0  6  0  
2  2  0  2  0  
1  1  0  1  0  
10  10  0  9  0  
6  0  6  6  0  
6  0  6  6  0  

合 計 24  14  10  23  0  

※農業農村整備事業（農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業）１箇所は、次年度
以降も再評価を継続することとしたため、委員会から「継続」又は「中止」のいず
れの答申もされなかった。

８）平成１７年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

9  9  0  9  0  
3  2  1  3  0  
1  1  0  1  0  
1  0  1  1  0  
2  1  1  1  0  
5  1  4  5  0  
21  14  7  20  0  
1  1  0  1  0  
14  5  9  14  0  
15  6  9  15  0  

合 計 36  20  16  35  0  

※ 農業農村整備事業（広域農道事業）１箇所は、平成１８年度に改めて再評価を行う
こととしたため、審議が行われなかった。

※都市公園事業１箇所は、平成１９年度に改めて再評価を行うこととしたため、委員
会から「継続」又は「中止」のいずれの答申もされなかった。

水産基盤整備事業
農林水産省

小計

小計
農業農村整備事業
森 林 整 備 事 業

下 水 道 事 業

厚生労働省
水 道 事 業

小計

所管省庁 事業区分

国土交通省

道 路 事 業
河 川 事 業
街 路 事 業

所管省庁 事業区分

道 路 事 業
河 川 事 業

国土交通省
海 岸 事 業

都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

小計

土地区画整理事業

農業農村整備事業
水産基盤整備事業

小計
農林水産省

- 35 -



９）平成１８年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

4  4  3  
4  2  2  2  
3  3  3  
0  
3  3  2  
9  2  7  9  
23  11  12  19  0  
3  3  1  
1  1  1  
0  
4  4  0  2  0  

合 計 27  15  12  21  0  

（２） 公共事業事後評価審査状況
１）平成１５年度

箇所数

合計 県事業
市町村
等事業

1  1  0  
1  1  0  
2  2  0  
1  1  0  
1  1  0  

合 計 3  3  0  

２）平成１６年度

箇所数

合計 県事業
市町村
等事業

1  1  0  
1  1  0  

合 計 2  2  0  

所管省庁 事業区分

海 岸 事 業
公営住宅整備事業

国土交通省

農林水産省
農業農村整備事業

小計

所管省庁 事業区分

国土交通省
海 岸 事 業
砂 防 等 事 業

小計

所管省庁 事業区分

国土交通省

道 路 事 業
河 川 事 業
海 岸 事 業
土地区画整理事業
都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

小計

農林水産省

農業農村整備事業

水産基盤整備事業
小計

森 林 整 備 事 業

- 36 -



３）平成１７年度

箇所数

合計 県事業
市町等
事 業

1  1  0  
1  1  0  
1  1  0  
1  1  0  
4  4  0  
2  2  0  
1  1  0  
3  3  0  

合 計 7  7  0  

４）平成１８年度

箇所数

合計 県事業
市町等
事 業

1  1  0  
1  1  0  
2  2  0  
2  2  0  
2  2  0  

合 計 4  4  0  

（３） 三重県公共事業評価審査委員会開催状況

１）平成１０年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 9件
第2回 65件(再審議9件)
第3回 81件(再審議51件)
第4回 54件(再審議30件)
第5回 24件(再審議23件,再々審議1件)
第6回 事業方針説明
計 計119件

※ 審議は、事業別に抽出して行われた。

２）平成１１年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 7件
第2回 19件(再審議7件)
第3回 16件(再審議12件,再々審議4件)
第4回 8件
第5回 15件
第6回 15件(再審議15件)
第7回 事業方針説明
計 計42件

平 成 12年 3月 24日 2時間00分  
30時間30分  

平成11年12月17日 4時間00分  

4時21分/回

平成11年10月26日 3時間30分  
平成11年11月15日 7時間30分  

3時間30分  
平 成 11年 8月 31日 6時間30分  
平 成 11年 9月 13日 3時間30分  

4時間30分  
5時間30分  
1時間30分  
24時間55分  

平 成 11年 1月 20日
平 成 11 年 2 月 1 日
平 成 11 年 3 月 9 日

平 成 11年 7月 27日

4時09分/回

4時間00分  
平成10年12月10日
平成10年12月19日

3時間45分  
5時間40分  

平成10年11月28日

所管省庁 事業区分

道 路 事 業
ダ ム 事 業
砂 防 事 業
海 岸 事 業

小計

国土交通省

農林水産省
農業農村整備事業

小計
治 山 事 業

農林水産省
農業農村整備事業

小計

所管省庁 事業区分

国土交通省
街 路 事 業
公営住宅整備事業

小計
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３）平成１２年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 7件
第2回 6件(再審議1件)
第3回 17件(再審議5件)
第4回 4件(再審議1件)
第5回 15件(再審議8件)
第6回 9件(再審議7件)
第7回 11件
第8回 現地調査
第9回 7件(再審議7件),事業方針説明
計 計47件

４）平成１３年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 3件
第2回 11件(再審議3件)
第3回 14件(再審議8件)
第4回 6件(再審議6件)
第5回 4件
第6回 11件(再審議4件)
第7回 現地調査
第8回 8件(再審議8件)
第9回 事業方針説明
計 計28件

５）平成１４年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 6件
第2回 7件(再審議2件)
第3回 7件
第4回 現地調査
第5回 12件(再審議2件)
第6回 4件 試行3件
第7回 1件(再審議1件)
第8回 事業方針説明
計 計32件

5時15分/回

5時50分/回

平成13年11月27日 8時間00分  
平成13年12月27日 10時間30分  

平成13年10月19日 2時間50分  

55時間15分  

審議時間開催日

平成14年12月25日

6時54分/回

2時間45分  
平 成 15年 1月 22日 2時間45分  

平成14年11月28日 8時間15分  

回数

平 成 14年 10月 9日 10時間00分  
平成14年10月29日 10時間00分  

平 成 14 年 8 月 6 日 8時間30分  
平 成 14年 8月 27日 8時間30分  

平 成 14年 3月 19日 1時間50分  
52時間35分  

平 成 14年 7月 22日 4時間30分  

平成13年10月30日 7時間30分  

平 成 13年 8月 24日 6時間40分  
平 成 13年 9月 10日 6時間20分  

平 成 13年 7月 17日 2時間15分  
平 成 13 年 8 月 2 日 6時間40分  

平 成 13年 3月 22日 5時間00分  
47時間15分  

平成12年12月19日
平 成 13年 1月 15日

6時間45分  
6時間30分  

平 成 13 年 2 月 6 日 3時間30分  
平 成 13年 2月 23日 7時間00分  

平成12年11月13日 6時間45分  
平成12年11月28日 2時間15分  

平 成 12年 9月 30日 3時間45分  
平成12年10月23日 5時間45分  
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６）平成１５年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 1件
第2回 8件
第3回 8件(再審議2件)
第4回 7件
第5回 10件
第6回 12件
第7回 10件(再審議9件)
第8回 現地調査
第9回 7件(再々審議2件) 3件
第10回 事業方針説明
計 計50件 計3件

７）平成１６年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 審議2件
第2回 審議5件(再審議2件)
第3回 審議4件(再審議5件、再々審議1件)
第4回 審議9件(再審議4件、再々審議2件)
第5回 現地調査1件

第6回 審議2件

第7回
再審議2
件

第8回 再々再々再審議1件
第9回 事業方針説明
計 計26件 計2件

※審議は、全ての事業について「聴取」と「審議」の２回行った上で必要な事業は改めて
審議が行われた。

８）平成１７年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 5件
第2回 5件
第3回 4件(再審議1件)
第4回 5件(再審議4件)
第5回 3件(再審議5件)
第6回 5件 1件
第7回 現地調査2件
第8回 再審議2件、再々審議1件 6件
第9回 9件(再審議1件、再々審議2件)
第10回 再々審議1件、再々再審議1件
第11回 事業方針説明
計 計43件 計7件

6時28分/回 58時間15分  

平 成 17年 1月 13日 2時間30分  
平 成 17 年 2 月 3 日 4時間40分  

平成16年12月16日 9時間00分  

審議4件(再審議8件、再々審議1
件、再々再審議1件)
再審議4件(再々審議2件、再々再々
審議1件)

平成16年11月16日 10時間20分  

平成16年10月15日 11時間05分  
平 成 16年 11月 2日 6時間00分  

平 成 16 年 8 月 9 日 4時間30分  
平 成 16 年 9 月 7 日 8時間40分  

回数 開催日 審議時間

平 成 16 年 7 月 7 日 1時間30分  

68時間05分  

平成15年11月27日
平成15年12月15日

7時間20分  
8時間45分  

平 成 16年 1月 21日 9時間00分  
平 成 16 年 3 月 3 日 4時間05分  

6時48分/回

平 成 15年 11月 6日 8時間30分  

平 成 16年 1月 13日 6時間00分  

平 成 15年 10月 1日 6時間40分  
平成15年10月23日 7時間45分  

平 成 15年 7月 15日 3時間30分  
平 成 15 年 9 月 2 日 6時間30分  

回数 開催日 審議時間

回数 開催日 審議時間

平 成 17 年 6 月 1 日 4時間05分  
平 成 17 年 7 月 6 日 4時間45分  
平 成 17 年 8 月 4 日 6時間45分  
平 成 17年 8月 31日 6時間45分  
平 成 17年 9月 26日 9時間20分  
平成17年10月26日 10時間00分  
平 成 17年 11月 8日 9時間10分  

平 成 18年 2月 27日 5時間08分  
79時間45分  

平 成 17年 12月 1日 10時間37分  
平成17年12月22日 9時間50分  

7時15分/回

平 成 18年 1月 11日 3時間20分  
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９）平成１８年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 3件
第2回 9件
第3回 7件(再審議1件)
第4回 4件
第5回 9件(再審議3件、再々審議1件)
第6回 10件(再審議3件、再々審議1件) 4件
第7回 1件(再審議1件)
第8回 事業方針説明
計 計27件 計4件

回数 開催日 審議時間

平 成 18年 7月 13日 3時間55分  
平 成 18年 8月 30日 8時間00分  
平 成 18年 9月 19日 7時間40分  
平成18年10月23日 4時間25分  
平成18年11月21日 7時間35分  
平成18年12月22日 8時間50分  
平 成 19年 1月 18日 1時間40分  

6時00分/回 42時間05分  
平 成 19 年 3 月 1 日 未定
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平成１９年度 三重県公共事業再評価審査対象事業一覧表
（市町等事業）

再評価理由： ①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業

審査箇所： ☆審査終了箇所 ○審査対象箇所

番
号

事業名 箇所名 市町村名
採択
年度

再評価
理 由

審査
箇所

101 広域漁港整備事業 菅島漁港 鳥羽市 H6 ③

102 下水道事業
津市都市計画下水道事業
上浜都市下水路

津市 S45 ③

103 下水道事業
流域関連津市公共下水道事業
雲出川左岸処理区（汚水）

津市 S49 ③

104 下水道事業
流域関連津市公共下水道事業
雲出川左岸処理区（雨水）

津市 S49 ③

105 下水道事業
津市単独公共下水道事業
中央処理区（汚水）

津市 S43 ③

106 下水道事業
津市単独公共下水道事業
中央処理区（雨水）

津市 S43 ③

107 下水道事業
流域関連四日市市公共下水道事業
北部処理区（汚水）

四日市市 S52 ③

108 下水道事業
流域関連四日市市公共下水道事業
北部処理区（雨水）

四日市市 S52 ③

109 下水道事業
四日市市単独公共下水道事業
日永処理区（汚水）

四日市市 S30 ③

110 下水道事業
四日市市単独公共下水道事業
日永処理区（雨水）

四日市市 S30 ③

111 下水道事業
流域関連桑名市公共下水道事業
北部処理区（汚水）

桑名市 H9 ③

112 下水道事業
流域関連桑名市公共下水道事業
北部処理区（雨水）

桑名市 H9 ③

113 下水道事業
流域関連いなべ市公共下水道事業
北部処理区（汚水）

いなべ市 H2 ③

114 下水道事業
流域関連東員町公共下水道事業
北部処理区（汚水）

東員町 H1 ③

115 下水道事業
流域関連菰野町公共下水道事業
北部処理区（汚水）

菰野町 H6 ③

116 下水道事業
流域関連伊勢市公共下水道事業
宮川処理区（汚水）

伊勢市 H11 ③

117 下水道事業
流域関連玉城町公共下水道事業
宮川処理区（汚水）

玉城町 H17 ②

118 下水道事業
名張市単独公共下水道事業
中央処理区（汚水）

名張市 H10 ②

119 海岸事業 四日市港海岸（富洲原港地区） 四日市市 H5 ②

120 海岸事業 四日市港海岸（２号地地区） 四日市市 H2 ②

121 海岸事業 四日市港海岸（富田港地区） 四日市市 H13 ②

122 海岸事業 四日市港海岸（石原地区） 四日市市 H16 ②

計 22件

平成１８年度再評価件数集計

再評価理由

①５年間未着工 1  (1)    

②５or１０年経過 7  (1)    

③再々評価 24  (8)    

④社会情勢変化等 1  (1)    

計 33  (11)    

件 数
(うち、県事業)

（要望）
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平成１９年度 三重県公共事業事後評価審査対象事業一覧表

事後評価理由： 事業完了後おおむね５年が経過した事業

審査箇所： ☆審査終了箇所 ○審査対象箇所

番
号

事業名 箇所名 市町村名
採択
年度

完了年
度

審査
箇所

501
水源森林総合整備事
業

尾鷲市又口地区 尾鷲市 H5 H13

502 ほ場整備事業 櫛田地区 松阪市 H5 H13

503 かんがい排水事業 中勢地区 津市 S47 H13

504
農林魚魚用揮発油税
財源身替農道整備事

西山地区 熊野市 S60 H13

505
農林魚魚用揮発油税
財源身替農道整備事

長島北部地区 桑名市 H5 H13

506
中山間地域総合整備
事業

青山南部地区 伊賀市 H9 H13

507 漁港修築事業 和具漁港 志摩市 H6 H13

508 河川事業 一級河川 矢谷川 統合河川整備事業 伊賀市 H5 H14

509 公営住宅整備事業 カーサ上野 伊賀市 H6 H14

計 9 件

資料 ６

（予定案）
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